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序章．本事業の概要 

 

１．事業の目的 

文部科学省及び厚生労働省では、令和５年３月、障害者による文化芸術活動の推進に関する法律に基づく

第２期障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画を策定している。本事業は、この計画に則り、

美術館・博物館等の共生社会実現のための取組について、障害者との向き合い方を中心に、その実態を把

握するものである。 

本調査では、文化庁が先に行った「障害者による文化芸術活動の推進に向けた全国の美術館等における

実態調査(令和元年度)」（以下、前回調査）に続くものとして、全国の美術館等に対してアンケートを実施し、

文化施設における共生社会の実現に資する取組の最新の実態を調査した。あわせて、上記アンケートの回答

の中から特色のある事例を抽出し、各取組の実態・背景・課題等を的確に把握していくためにヒアリング調査

を行い、今後取り組もうとする施設等が参考にしやすいようケーススタディとして取りまとめた。 

以上の結果等を踏まえて、調査研究チームとしての考察と提案を取りまとめた。 

 

２．事業の実施内容 

本事業では、以下のとおり２つの調査を実施し、複合的な実態把握を行った。 

 

①文化施設における共生社会の実現に資する取組の実態を把握するための調査（アンケート調査） 

②美術館・博物館等への訪問による詳細な聞き取り調査 

 

３．事業スケジュール 

 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

①共生社会の実現に

資する取組の実態を

把握するための調査

（アンケート調査） 

  

 

 

 

      

②美術館等への訪問

による詳細な聞き取

り調査 

  

 

 

 

      

調査票作成 実 査 集計・分析 

デスクリサーチ・専門家ヒアリング 

ヒアリング調査 対象選定 

報告書の 

作成 

デスクリサーチ、発送先リスト作成 

専門家ヒアリング 



 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

第 1章 

文化施設における共生社会の実現に資する取組の実態

を把握するための調査 
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第 1 章 文化施設における共生社会の実現に資する取組の実態を把

握するための調査 

 

１．調査概要 

（１）調査目的 

障害者による文化芸術活動の推進については、平成 30 年６月に施行された「障害者による文化芸術活動

の推進に関する法律（平成 30 年法律第 47 号）」（以下、法律）第７条に基づき、平成 31 年３月、国は「障害

者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画」を策定した。また令和５年３月、法律に基づく第２期障

害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画（以下、計画）を策定し、計画に記載する各施策を推

進しており、今後の展開を図るために文化施設の実態把握を進めている。 

障害者による文化芸術活動の推進に向け、具体的な目標やその達成時期等についての検討を行う基礎資

料とするため、全国の美術館等に対して、障害者の文化芸術活動の推進に資する取組の状況についてアンケ

ート調査を実施した。調査にあたっては令和元年度に行った前回調査を参考に調査票等を設計した。 

 

（２）調査項目 

①法律の認知について 

②計画の認知について 

③障害者が施設を円滑に利用できるようにするための取組について 

④障害についての理解等に係る職員の研修について 

⑤施設の利用や事業の企画・運営に関する障害者からの意見聴取について 

⑥職員の福祉についての知識や経験について 

⑦主に障害者を対象とした事業の実施実績について 

⑧主に障害者を対象とした事業の内容について 

⑨主に障害者を対象とした事業をするために必要なサポートに関する情報について 

⑩主に障害者を対象とした事業を実施するに当たり、連携している施設・機関について 

⑪主に障害者を対象とした事業のうち、代表的な事業の具体的な内容（詳細） 

 

（３）調査対象 

全国の博物館 1,425館（配布数 1,456 閉館等 31） 

（内訳） 

美術：国、都道府県、政令市、中核市および市町村の、公立・私立施設（配布数 1,043 回収 487） 

総合、歴史、科学（自然史・理工）：国、都道府県、政令市、中核市の公立施設（配布数 413 回収 283） 
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（４）調査期間 

令和 5年 10月 13日(金)～令和 5年 11月 8日(水) 

 

（５）調査方法 

郵送配付、郵送または E-mailでの回収 

 

（６）回収率 

回収率 54.0％（回答数 770館） 

 

（７）集計表・グラフの見方 

・回答の構成比（％）は、各設問の母数（N）を基数とした百分率（％）で表示している。 

・百分率は小数点以下第二位を四捨五入しているため、構成比の合計値が 100％にならないことがある。 

・回答者が 2 つ以上回答することのできる質問（複数回答）については、構成比の合計は 100％を超えること

がある。 

・クロス集計において、属性別の項目ごとに上位１位に■の網掛けをしている（無回答は除く）。 

・クロス集計において、回答の母数が 10以下のものについては、参考値とし、分析の対象としていない。 

・表側項目の無回答は記載していないため、各項目の母数の合計が全体の母数と一致しないことがある。 
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２．回答者の属性 

（１）登録種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）博物館種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（n=770）

45.2 12.9 39.4 

2.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

登録博物館 指定施設 博物館類似施設 無回答

（n=770）

総合

美術

歴史

科学（自然史・理工）

7.7 

58.7 

24.3 

7.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

1

2

3

4
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（３）設置者種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※今回の調査は、「美術」は国、都道府県、政令市、中核市および市町村の、公立・私立の施設、「総合」「歴史」

「科学（自然史・理工）」は国、都道府県、政令市、中核市の公立の施設を対象として実施。 

 

 

（４）全体職員数 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（n=770）

国（独立行政法人）

都道府県

政令指定都市・特別区

市町村

広域連合・行政組合

民間非営利法人（社団、財団、ＮＰＯ法人、学校法人他）

民間企業

個人

その他

地方公共団体の直営

地方独立行政法人

指定管理者

その他

4.0 

20.4 

11.6 

33.1 

0.3 

18.7 

6.2 

2.1 

3.0 

48.1 

1.0 

35.2 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

国（独立行政法人）

都道府県

政令指定都市・特別区

市町村

広域連合・行政組合

民間非営利法人（社団、財団、ＮＰＯ法人、学校法人他）

民間企業

個人

その他

地方公共団体の直営

地方独立行政法人

指定管理者

その他

都道府県、政令指定都市・特別区、市町村、広域連合・行政組合と回答した地方公共団体の所管である施設 

その他：国立大学法人(5 件)、宗教法人(8 件)、

公益財団法人(2件)など 

（n=770）

67.8 20.0 6.4 5.7 

0.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

～20人 21～40人 41～60人 61人以上 無回答
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（５）法律等について 

①法律の認知 

問 1-1 障害者による文化芸術活動の推進に関する法律について、障害者が利用・参加しやすくなる事業・取

組を担当する職員の方は認知していますか。（〇は１つ） 

法律について、障害者が利用・参加しやすくなる事業・取組を担当する職員が認知しているかという質問

に対して、「認知している」と回答した施設は全体で46.8%に止まり、「認知していない・わからない」と答え

た施設は 51.7%と半数を超えている。登録種別では、登録博物館と指定施設、館種別では総合博物館、

設置者種別では国・都道府県、運営形態別では直営・地方独立行政法人、職員数では 20人以上、事業実

施有無では 2019年度以降の実施施設で、法律の認知が平均より高い。一方、民間（非営利、企業、個人）

が設置者となっている施設では認知率が 30％台と低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

46.8 51.7 

1.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

認知している 認知していない・わからない 無回答

（n=770） 
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法律の認知（回答者属性別） 

 

 

 

  

 

 
ｎ= 

認
知
し
て
い
る 

認
知
し
て
い
な
い
・

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全体 770 46.8 51.7 1.6 

登録種別 

登録博物館 348 50.0 48.9 1.1 

指定施設 99 48.5 50.5 1.0 

博物館類似施設 303 43.2 55.1 1.7 

館種別 

総合博物館 59 52.5 47.5 0.0 

美術博物館 452 46.7 52.2 1.1 

歴史博物館 187 46.0 53.5 0.5 

科学博物館 55 41.8 52.7 5.5 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 67.7 29.0 3.2 

都道府県 157 59.9 38.9 1.3 

政令指定都市・特別区 89 47.2 50.6 2.2 

市町村 255 46.3 51.8 2.0 

広域連合・行政組合 2 0.0 100.0 0.0 

民間非営利法人 144 37.5 61.8 0.7 

民間企業 48 35.4 64.6 0.0 

個人 16 25.0 75.0 0.0 

その他 23 34.8 65.2 0.0 

運営形態 

地方公共団体の直営 242 53.7 44.2 2.1 

地方独立行政法人 5 60.0 20.0 20.0 

指定管理者 177 41.2 57.1 1.7 

その他 24 70.8 29.2 0.0 

全職員数 

～20人 522 42.5 56.3 1.1 

21～40人 154 54.5 43.5 1.9 

41～60人 49 53.1 44.9 2.0 

61人以上 44 63.6 34.1 2.3 

計画の認知の 

有無 

認知有 318 97.8 1.9 0.3 

認知無 442 10.9 88.5 0.7 

事業の実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 61.3 37.7 0.9 

2018年度以前に 

実施有 
63 47.6 49.2 3.2 

2022年度までに 

実施無 
478 40.6 58.4 1.0 
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②計画の認知 

問 1-2 障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画について、障害者が利用・参加しやすくな

る事業・取組を担当する職員の方は認知していますか。（〇は１つ） 

計画について、障害者が利用・参加しやすくなる事業・取組を担当する職員が認知しているかという設問に

対して、「認知している」と回答した施設は全体で 41.3%に止まる。 

内訳をみると、登録種別では、登録博物館、館種別では総合博物館、設置者種別では国・都道府県・政令

指定都市・特別区、運営形態別では直営、職員数では 20人以上、事業実施有無では実施施設で、計画の認

知が平均より高い。逆に認知率が低いのは、民間非営利法人、民間企業、個人が設置している施設となって

いる。また、法律を認知している施設の 86.4％が計画を認知している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（n=770） 

41.3 57.4 

1.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

認知している 認知していない・わからない 無回答
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計画の認知（回答者属性別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 
ｎ= 

認
知
し
て
い
る 

認
知
し
て
い
な
い
・

わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全体 770 41.3 57.4 1.3 

登録種別 

登録博物館 348 45.7 53.4 0.9 

指定施設 99 40.4 58.6 1.0 

博物館類似施設 303 37.0 62.0 1.0 

館種別 

総合博物館 59 45.8 54.2 0.0 

美術博物館 452 41.4 58.0 0.7 

歴史博物館 187 41.2 57.8 1.1 

科学博物館 55 32.7 65.5 1.8 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 64.5 32.3 3.2 

都道府県 157 56.1 43.3 0.6 

政令指定都市・特別区 89 43.8 53.9 2.2 

市町村 255 40.8 57.6 1.6 

広域連合・行政組合 2 0.0 100.0 0.0 

民間非営利法人 144 30.6 69.4 0.0 

民間企業 48 22.9 77.1 0.0 

個人 16 12.5 81.3 6.3 

その他 23 34.8 65.2 0.0 

運営形態 

地方公共団体の直営 242 51.2 47.9 0.8 

地方独立行政法人 5 40.0 20.0 40.0 

指定管理者 177 37.3 61.0 1.7 

その他 24 58.3 41.7 0.0 

全職員数 

～20人 522 37.7 61.1 1.1 

21～40人 154 45.5 53.9 0.6 

41～60人 49 51.0 46.9 2.0 

61人以上 44 59.1 38.6 2.3 

法律の認知の 

有無 

認知有 360 86.4 13.3 0.3 

認知無 398 1.5 98.2 0.3 

計画の認知の 

有無 

認知有 318 100.0 0.0 0.0 

認知無 442 0.0 100.0 0.0 

事業の実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 56.1 42.9 0.9 

2018年度以前に 

実施有 
63 46.0 52.4 1.6 

2022年度までに 

実施無 
478 34.5 64.9 0.6 
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（６）障害者の来館促進に向けた施設の対応について 

①施設を円滑に利用できるようにするための取組 

問 2-1 今までに実施した、障害者が施設を円滑に利用できるようにするための取組をお答えください。（研

修の実施状況については問 2-2で質問します。〇はいくつでも。ただし、8に○を付けた場合は、8

以外には回答しないでください） 

今までに実施した障害者が施設を円滑に利用できるようにするための取組（障害者の利用が主目的では

ない取組を含む）では、実施施設のほぼ全施設にあたる 88.4%で「施設設備（障害者等用駐車場、バリアフ

リートイレ（多機能トイレ、多目的トイレ）、点字誘導ブロック、スロープ等）」を実施している。 

一方、「展示に関しての配慮（音声ガイド、字幕、車いすの導線確保、資料へのルビ等）」は 50.0%、「施設

案内表示（ピクトグラムの活用、表示の色の組み合わせ、案内文のルビ等）」、「施設ホームページなどで、障害

者が施設を利用する前に知りたい情報について発信している」、「施設内での機器、支援用具（磁気誘導ルー

プ、筆談ボード等）を用意」、はそれぞれ 38.7%、31.7％、26.5%と３割前後に止まっている。また、「障害者

に対する対応・接遇等についての施設としての考え方やガイドライン等を持っている」は 15.2％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

登録種別では指定施設、設置者種別では国・都道府県・政令指定都市・特別区・市町村、職員数では 20

人以上、事業実施有無では 2019 年度以降の実施施設、また法律・計画の認知のある施設で各項目の実施

率が高い。一方、民間非営利法人や個人が設置者となっている施設では実施率が低くなっている。 

  

その他：車いすの設置・貸出(11 件)、バリアフリー
化(10 件）、観覧料の免除・割引等(９件)、
視覚障害者向けの展示の工夫（７件）など 

（n=753）

実施していない

施設設備（障害者等用駐車場、バリアフリートイレ（多機能
トイレ、多目的トイレ）、点字誘導ブロック、スロープ等）が
ある

展示に関しての配慮（音声ガイド、字幕、車いすの導線確
保、資料へのルビ等）をしている

施設案内表示（ピクトグラムの活用、表示の色の組み合わ
せ、案内文のルビ等）をしている

施設ホームページ等で、障害者が施設を利用する前に知り
たい情報について発信している

施設内での機器、支援用具（磁気誘導ループ、筆談ボード
等）を用意している

障害者に対する対応・接遇等についての施設としての考
え方やガイドライン等を持っている

その他

88.4

50.0

38.7

31.7

26.5

15.2

5.8

6.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

3

4

5

6

7

8
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施設を円滑に利用できるようにするための取組 

 

 
ｎ= 

施
設
設
備
（
障
害
者
等
用
駐
車
場
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
ト

イ
レ
（
、
点
字
誘
導
ブ
ロ
ッ
ク
、
ス
ロ
ー
プ
等
）
が
あ
る 

施
設
案
内
表
示
（
ピ
ク
ト
グ
ラ
ム
の
活
用
、
表
示
の
色

の
組
み
合
わ
せ
、
案
内
文
の
ル
ビ
等
）を
し
て
い
る 

施
設
内
で
の
機
器
、
支
援
用
具
（
磁
気
誘
導
ル
ー
プ
、

筆
談
ボ
ー
ド
等
）を
用
意
し
て
い
る 

展
示
に
関
し
て
の
配
慮
（
音
声
ガ
イ
ド
、
字
幕
、
車
い

す
の
導
線
確
保
、
資
料
へ
の
ル
ビ
等
）を
し
て
い
る 

施
設
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
で
、
障
害
者
が
施
設
を
利
用

す
る
前
に
知
り
た
い
情
報
に
つ
い
て
発
信
し
て
い
る 

障
害
者
に
対
す
る
対
応
・
接
遇
等
に
つ
い
て
の
施
設

と
し
て
の
考
え
方
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
を
持
っ
て
い

る そ
の
他 

実
施
し
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 770 88.4 38.7 26.5 50.0 31.7 15.2 5.8 6.0 0.4 

登録種別 

登録博物館 348 89.7 38.5 27.9 52.3 36.8 15.8 4.3 5.7 0.3 

指定施設 99 96.0 49.5 30.3 58.6 37.4 17.2 8.1 3.0 0.0 

博物館類似施設 303 85.5 36.3 24.1 45.2 24.1 12.9 6.9 6.9 0.3 

館種別 

総合博物館 59 96.6 40.7 32.2 50.8 39.0 11.9 5.1 1.7 0.0 

美術博物館 452 84.7 35.0 19.9 44.9 29.9 17.0 5.5 8.0 0.4 

歴史博物館 187 91.4 47.6 39.0 63.1 33.7 13.4 7.5 4.3 0.0 

科学博物館 55 100.0 40.0 36.4 49.1 38.2 14.5 3.6 0.0 0.0 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 96.8 51.6 45.2 67.7 45.2 16.1 12.9 3.2 0.0 

都道府県 157 100.0 52.2 35.0 63.7 45.9 15.3 3.2 0.0 0.0 

政令指定都市・特別区 89 95.5 62.9 51.7 71.9 49.4 25.8 11.2 1.1 0.0 

市町村 255 94.5 36.5 23.5 46.3 26.7 11.8 2.4 3.1 0.4 

広域連合・行政組合 2 100.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 50.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 144 68.8 20.1 12.5 36.8 17.4 14.6 4.9 18.1 1.4 

民間企業 48 83.3 22.9 8.3 27.1 25.0 16.7 4.2 6.3 0.0 

個人 16 25.0 6.3 6.3 12.5 6.3 18.8 12.5 37.5 0.0 

その他 23 82.6 34.8 17.4 39.1 21.7 4.3 30.4 4.3 0.0 

運営形態 

地方公共団体の直営 242 96.3 44.6 30.2 56.6 37.6 11.2 4.5 1.7 0.0 

地方独立行政法人 5 60.0 60.0 60.0 40.0 60.0 20.0 20.0 40.0 0.0 

指定管理者 177 97.2 45.8 35.0 54.8 37.9 21.5 4.5 1.1 0.6 

その他 24 100.0 66.7 50.0 87.5 54.2 16.7 4.2 0.0 0.0 

全職員数 

～20人 522 83.9 29.1 18.0 40.8 22.0 13.8 5.7 8.4 0.6 

21～40人 154 98.1 53.2 40.3 64.9 42.9 14.9 5.8 0.6 0.0 

41～60人 49 95.9 63.3 57.1 67.3 65.3 20.4 6.1 2.0 0.0 

61人以上 44 100.0 75.0 45.5 86.4 68.2 27.3 4.5 0.0 0.0 

法律の認知

の有無 

認知有 360 91.4 46.4 35.0 58.3 37.5 19.2 7.5 3.3 0.0 

認知無 398 85.9 31.9 18.6 42.7 26.6 11.3 4.0 8.3 0.5 

計画の認知

の有無 

認知有 318 91.5 48.4 36.2 59.7 38.1 21.7 7.9 2.8 0.0 

認知無 442 86.4 31.9 19.5 43.4 27.1 10.2 4.1 8.1 0.5 

事業の 

実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 96.2 51.9 43.4 68.9 48.6 25.0 6.1 2.4 0.0 

2018年度以前に 

実施有 
63 95.2 42.9 38.1 58.7 33.3 12.7 11.1 3.2 0.0 

2022年度までに 

実施無 
478 84.7 33.1 18.4 41.2 24.7 11.5 4.8 7.7 0.4 
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①-1 現在は実施していない取組 

補問 2-1-① 上記で〇をした取組のうち、現在は実施していない取組があれば番号を記入してください。 

以前は実施していたが現在は行っていない取組として、「点字誘導ブロック」が 4 件、その他に「磁気誘導

ループ」が 6件、音声ガイドや資料ルビなどの「展示に関しての配慮」が 15件となっている。また、案内文のル

ビや表示の色の組み合わせなどの「施設案内表示」についても 6件の回答があった。 

 

現在は実施していない取組 n= % 

1.施設設備（障害者等用駐車場、バリアフリートイレ（多機能トイレ、多目的トイレ）、点

字誘導ブロック、スロープ等）がある 
4 10.3 

2.施設案内表示（ピクトグラムの活用、表示の色の組み合わせ、案内文のルビ等）を

している 
6 15.4 

3.施設内での機器、支援用具（磁気誘導ループ、筆談ボード等）を用意している 6 15.4 

4.展示に関しての配慮（音声ガイド、字幕、車いすの導線確保、資料へのルビ等）をし

ている 
15 38.5 

5.施設ホームページ等で、障害者が施設を利用する前に知りたい情報について発信

している 
2 5.1 

6.障害者に対する対応・接遇等についての施設としての考え方やガイドライン等を持

っている 
5 12.8 

7.その他 1 2.6 

8.実施していない 0 0.0 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：休館中で今後の活動が未定のため

（１件） 
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②障害についての理解等に係る職員の研修 

問 2-2 障害についての理解等に係る職員の研修を行っていますか。（〇はいくつでも。ただし、7 に○を付

けた場合は、7以外には回答しないでください） 

障害についての理解等に係る職員の研修については、「行っていない」が 66.6%と７割近くを占めている。

一方、「障害者への対応・接遇についての研修を行っている」は 17.8%、「障害についての理解、障害者の権

利に関する研修を行っている」は 15.5%、「他団体・施設の研修に職員を派遣している」7.0%、「法律、制度

に関する研修を行っている」4.7%である。 

内訳をみると、館種別では歴史博物館、設置者種別では都道府県・政令指定都市・特別区、運営形態別で

は直営・指定管理施設、事業実施有無では 2019 年度以降の実施施設で各項目の実施率が高い。一方、民

間非営利法人や民間企業、個人が設置者となっている施設では実施率が低くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：自治体主催の研修に参加（８件）、資
料の回覧（２件）、対応の取組を行っ

ている（２件）など 

(n=770)

行っていない

障害者への対応・接遇についての研修を行っている

障害についての理解、障害者の権利に関する研修を
行っている

他団体・施設の研修に職員を派遣している

法律、制度に関する研修を行っている

事業の企画・実施に関する研修を行っている

その他

17.8

15.5

7.0

4.7

2.3

4.0

66.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

障害者への対応・接遇についての研修を行っている

障害についての理解、障害者の権利に関する研修を行っている

他団体・施設の研修に職員を派遣している

法律、制度に関する研修を行っている

事業の企画・実施に関する研修を行っている

その他

行っていない
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障害についての理解等に係る職員の研修 

 

 
ｎ= 

障
害
に
つ
い
て
の
理
解
、
障
害
者
の
権

利
に
関
す
る
研
修
を
行
っ
て
い
る 

法
律
、
制
度
に
関
す
る
研
修
を
行
っ
て

い
る 

障
害
者
へ
の
対
応
・
接
遇
に
つ
い
て
の

研
修
を
行
っ
て
い
る 

事
業
の
企
画
・
実
施
に
関
す
る
研
修
を

行
っ
て
い
る 

他
団
体
・
施
設
の
研
修
に
職
員
を
派
遣

し
て
い
る 

そ
の
他 

行
っ
て
い
な
い 

無
回
答 

全体 770 15.5 4.7 17.8 2.3 7.0 4.0 66.6 1.2 

登録種別 

登録博物館 348 19.0 6.6 18.4 2.3 4.9 4.6 65.2 1.4 

指定施設 99 13.1 4.0 21.2 2.0 15.2 6.1 59.6 0.0 

博物館類似施設 303 12.9 2.6 15.8 1.7 6.6 3.0 71.0 1.0 

館種別 

総合博物館 59 20.3 1.7 18.6 3.4 6.8 5.1 64.4 0.0 

美術博物館 452 10.8 2.4 14.6 2.0 5.5 4.4 71.7 0.9 

歴史博物館 187 21.9 10.2 22.5 2.1 8.6 4.3 57.8 2.1 

科学博物館 55 25.5 5.5 29.1 3.6 14.5 0.0 56.4 0.0 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 16.1 9.7 16.1 3.2 9.7 6.5 71.0 0.0 

都道府県 157 26.1 6.4 26.1 3.2 10.8 3.8 48.4 2.5 

政令指定都市・ 

特別区 
89 25.8 7.9 31.5 5.6 12.4 5.6 46.1 1.1 

市町村 255 14.5 5.1 16.5 2.0 6.3 3.9 68.2 1.2 

広域連合・行政組合 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 

民間非営利法人 144 6.9 1.4 6.9 0.7 3.5 4.2 84.7 0.0 

民間企業 48 4.2 0.0 12.5 2.1 2.1 4.2 79.2 0.0 

個人 16 0.0 0.0 12.5 0.0 0.0 0.0 81.3 6.3 

その他 23 4.3 0.0 8.7 0.0 4.3 0.0 91.3 0.0 

運営形態 

地方公共団体の 

直営 
242 20.2 8.3 17.8 0.8 5.0 5.8 62.0 2.1 

地方独立行政法人 5 20.0 0.0 40.0 0.0 40.0 0.0 40.0 0.0 

指定管理者 177 18.1 4.5 26.6 6.8 13.0 1.1 55.4 1.7 

その他 24 20.8 4.2 45.8 0.0 12.5 16.7 29.2 0.0 

全職員数 

～20人 522 11.5 3.4 12.8 1.5 5.4 4.0 72.2 1.1 

21～40人 154 20.1 5.2 22.1 3.2 7.1 2.6 62.3 0.6 

41～60人 49 34.7 12.2 44.9 8.2 24.5 2.0 38.8 2.0 

61人以上 44 25.0 9.1 31.8 2.3 6.8 11.4 45.5 2.3 

法律の認知の 

有無 

認知有 360 21.9 7.8 24.4 3.1 10.3 6.1 54.4 1.1 

認知無 398 9.5 1.8 11.8 1.8 4.0 2.3 77.9 0.8 

計画の認知の 

有無 

認知有 318 23.0 8.5 26.1 3.5 10.1 5.3 53.1 1.3 

認知無 442 10.0 1.8 11.8 1.6 4.8 3.2 76.7 0.7 

事業の 

実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 26.9 8.5 32.5 6.6 13.7 5.2 46.2 1.4 

2018年度以前に 

実施有 
63 12.7 3.2 14.3 1.6 4.8 6.3 66.7 3.2 

2022年度までに 

実施無 
478 11.1 3.3 12.3 0.6 4.6 3.1 75.1 0.6 
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②-1 利用した具体的な研修プログラム名や当該研修の実施主体 

補問 2-2-① 【問 2-2で 1.～６.に○を付けた方のみ】利用した具体的な研修プログラム名や当該研修の実

施主体についてお書きください。 

利用した具体的な研修プログラム名については、「あいサポーター研修」（6件）、「サービス介助士研修」（4

件）、「ユニバーサル・マナー検定」（３件）などがある。 

研修テーマ別としては、「障害者への対応・接遇」（14.2%）、「障害の理解と差別や解消法について」

（11.5%）、「車いすについて」（9.7％）、「手話」（9.7％）、「視覚障害について」（7.1％）などが多い。 

また、研修の実施主体としては、都道府県 33.9％、自館 33.0％、市区町村の部局や関連財団等 25.0％

の順となっている。 

 

研修プログラム名 n= 

あいサポーター研修 6 

サービス介助士研修 4 

サービス・ケア・アテンダント検定 2 

ユニバーサルマナー検定 3 

M3プロジェクト「博物館のユニバーサルデザイン」、「視覚障害者への対応を通じた博物館の魅

力発信」 
1 

 

研修テーマ n= % 

障害者への対応・接遇の研修 17 15.0 

障害の理解と差別や解消法について 14 12.4 

車いすについて 11 9.7 

手話 11 9.7 

視覚障害について 9 8.0 

アクセシビリティ研修 7 6.2 

人権研修 6 5.3 

精神・発達障害について 4 3.5 

心のバリアフリーについて 4 3.5 

聴覚障害について 3 2.7 

点字 2 1.8 

筆談研修 2 1.8 

日本語やわかりやすい日本語の表現について 2 1.8 

福祉研修 2 1.8 

パラスポーツの研修、パラ劇場 2 1.8 

その他：各１件 

アートマネジメント研修、クリエイティブ・ウェル関連事業、クワイエットアワー研修、

講演会（図書館等）への派遣、コンプライアンス研修、作業所商品の販売、誰一人と

して取り残さない社会の実現に向けて、障害のある方が来やすい文化施設につい

て考える、障害者と共に働く職場づくり講座、障害者雇用研修、著作権研修、バリ

14 20.4 
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アフリー観光スキルアップ研修、バリアフリー対応について、非常時アシスト・トライ

アル（EAT） 

 

実施主体 n= % 

都道府県（関連財団等を含む） 38 33.9 

自館（施設の職員、委託業者の研修、指定管理者を含む） 37 33.0 

市区町村（関連財団等を含む） 28 25.0 

教育機関と連携（大学など） 4 3.6 

個人 1 3.6 

その他：4件 

（公財）人権教育啓発推進センター人権啓発教材利用、（一社）日本 UD観光協会

など 

4 0.9 
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③障害者からの意見聴き取り 

問 2-3 施設の利用や事業の企画・運営等について障害者から意見を聴いたことがありますか。（〇はいくつ

でも。ただし、６に○を付けた場合は、６以外には回答しないでください） 

施設の利用や事業の企画・運営等について障害者から意見を聞いたことがあるかという質問については、

「何もしていない・わからない」が 59.5%と６割を占めている。「障害者や障害者団体・施設等と懇談やヒアリ

ング、意見交換を行う場を設定」は 13.8%、「疑問に思ったことを随時、普段つながりのある障害者に相談」

は 11.6%である。 

設置者種別で都道府県、法律や計画の認知がある施設、2019 年以降に事業を実施している施設では意

見聴取の実施率が全般的に高めの傾向が見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：館内アンケートやお問い合わせメールを参考（43

件）、ヒアリング（41 件）、団体や施設、専門家に相
談（12件）、他組織・部署と連携（５件）など 

(n=770)

何もしていない・わからない

障害者や障害者団体・施設等と懇談やヒアリング、意
見交換を行う場を設定

疑問に思ったことを随時、普段つながりのある障害
者に相談

障害者を対象にアンケートを実施

運営委員会等に障害者が構成員として参加

その他

13.8 

11.6 

2.5 

0.9 

16.6 

59.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害者や障害者団体・施設等と懇談やヒアリング、意見交換を行う場を設定

疑問に思ったことを随時、普段つながりのある障害者に相談

障害者を対象にアンケートを実施

運営委員会等に障害者が構成員として参加

その他

何もしていない・わからない
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障害者からの意見聴き取り 

  

 

 
ｎ= 

障
害
者
を
対
象
に
ア
ン
ケ
ー
ト
を 

実
施 

障
害
者
や
障
害
者
団
体
・
施
設
等
と

懇
談
や
ヒ
ア
リ
ン
グ
、
意
見
交
換
を

行
う
場
を
設
定 

運
営
委
員
会
等
に
障
害
者
が
構
成

員
と
し
て
参
加 

疑
問
に
思
っ
た
こ
と
を
随
時
、
普
段

つ
な
が
り
の
あ
る
障
害
者
に
相
談 

そ
の
他 

何
も
し
て
い
な
い
・わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全体 770 2.5 13.8 0.9 11.6 16.6 59.5 1.6 

登録種別 

登録博物館 348 2.6 16.4 0.9 10.9 15.5 59.8 1.1 

指定施設 99 7.1 14.1 0.0 16.2 19.2 52.5 3.0 

博物館類似施設 303 1.0 10.9 1.3 9.9 17.5 62.0 1.3 

館種別 

総合博物館 59 3.4 18.6 0.0 13.6 8.5 62.7 0.0 

美術博物館 452 2.4 11.1 1.1 12.6 16.6 61.7 1.5 

歴史博物館 187 0.5 17.6 0.5 8.6 18.7 56.1 1.6 

科学博物館 55 9.1 20.0 1.8 12.7 21.8 45.5 0.0 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 6.5 19.4 0.0 19.4 29.0 48.4 3.2 

都道府県 157 5.7 26.1 1.9 16.6 14.0 47.8 1.3 

政令指定都市・特別区 89 4.5 14.6 1.1 7.9 27.0 48.3 0.0 

市町村 255 0.8 10.6 0.4 9.4 17.6 62.7 1.2 

広域連合・行政組合 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 

民間非営利法人 144 1.4 9.0 1.4 9.7 12.5 68.1 2.8 

民間企業 48 0.0 10.4 0.0 8.3 12.5 66.7 4.2 

個人 16 0.0 0.0 0.0 25.0 6.3 68.8 0.0 

その他 23 0.0 4.3 0.0 17.4 13.0 73.9 0.0 

運営形態 

地方公共団体の 

直営 
242 3.3 13.6 1.7 10.3 18.6 58.3 1.2 

地方独立行政法人 5 0.0 40.0 0.0 40.0 0.0 40.0 0.0 

指定管理者 177 2.8 17.5 0.6 13.6 18.1 52.0 1.1 

その他 24 4.2 25.0 0.0 8.3 20.8 50.0 0.0 

全職員数 

～20人 522 1.0 9.0 1.0 10.0 15.3 65.9 1.7 

21～40人 154 5.8 19.5 0.6 13.6 19.5 49.4 1.3 

41～60人 49 4.1 36.7 2.0 24.5 22.4 32.7 0.0 

61人以上 44 6.8 25.0 0.0 9.1 15.9 47.7 2.3 

法律の認知

の有無 

認知有 360 3.9 18.6 1.1 16.9 23.1 45.3 0.8 

認知無 398 1.3 9.0 0.3 7.0 11.1 72.9 1.8 

計画の認知

の有無 

認知有 318 3.8 19.2 1.6 18.2 24.8 42.1 0.9 

認知無 442 1.6 9.5 0.2 7.0 11.1 72.2 1.6 

事業の 

実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 7.5 28.3 1.9 22.2 22.6 34.4 1.4 

2018年度以前に 

実施有 
63 0.0 17.5 0.0 15.9 17.5 54.0 0.0 

2022年度までに 

実施無 
478 0.6 7.1 0.6 6.5 14.2 71.3 1.0 
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④福祉の経験や知識のある職員の有無 

問 2-4 職員の中に福祉について知識や経験のある職員はいますか。（〇はいくつでも。ただし、7 に○を付

けた場合は、7以外には回答しないでください） 

福祉について知識や経験のある職員はいるかという質問には「いない・わからない」という回答がもっとも

多く、69.6%と７割を占めている。「福祉関連事業所、地方公共団体等の福祉関連部署に勤務していた職員

がいる」は 16.0%、「福祉に関連する活動、ボランティアなどを行っている職員がいる」「介護職員初任者研修

の取得やサービス介助士、社会福祉士、精神保健福祉士などの資格（公的、民間を問わず）を持つ職員がい

る」は、それぞれ 5.3%、4.5%となっている。 

登録種別では指定施設、設置者種別では国（独立行政法人）、職員数では 60 人以上の施設で全体的に

回答率が高めである。同様に、法律・計画を認知している施設、2019年以降に事業を実施している施設でも

やや高めの回答となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：福祉関係の有資格者や経験をもつ職員が

いる（20 件）、他組織や部署と連携・相談
（３件）、職員に医療者がいる（２件）など 

(n=770)

いない・わからない

福祉関連事業所、地方公共団体等の福祉関連部署に勤務していた
職員がいる

福祉に関連する活動、ボランティアなどを行っている職員がいる

介護職員初任者研修の取得やサービス介護士、社会福祉士、精神
保健福祉士などの資格（公的、民間を問わず）を持つ職員がいる

障害者福祉や障害者の文化芸術活動に関連する研究を行ってい
る職員がいる

大学、専門学校などで福祉を専攻していた職員がいる

その他

16.0 

5.3 

4.5 

3.6 

2.9 

4.3 

69.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

福祉関連事業所、地方公共団体等の福祉関連部署に勤務していた職員がいる

福祉に関連する活動、ボランティアなどを行っている職員がいる

介護職員初任者研修の取得やサービス介護士、社会福祉士、精神保健福祉士などの資格（公的、民間を問わず）を持つ職員がいる

障害者福祉や障害者の文化芸術活動に関連する研究を行っている職員がいる

大学、専門学校などで福祉を専攻していた職員がいる

その他

いない・わからない
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福祉の経験や知識のある職員の有無 

  

 

 
ｎ= 

介
護
職
員
初
任
者
研
修
の
取
得
や
サ
ー
ビ
ス

介
護
士
、
社
会
福
祉
士
、
精
神
保
健
福
祉
士
な

ど
の
資
格
を
持
つ
職
員
が
い
る 

大
学
、
専
門
学
校
な
ど
で
福
祉
を
専
攻
し

て
い
た
職
員
が
い
る 

福
祉
関
連
事
業
所
、
地
方
公
共
団
体
等
の

福
祉
関
連
部
署
に
勤
務
し
て
い
た
職
員
が

い
る 

福
祉
に
関
連
す
る
活
動
、
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
な

ど
を
行
っ
て
い
る
職
員
が
い
る 

障
害
者
福
祉
や
障
害
者
の
文
化
芸
術
活
動

に
関
連
す
る
研
究
を
行
っ
て
い
る
職
員
が

い
る 

そ
の
他 

い
な
い
・わ
か
ら
な
い 

無
回
答 

全体 770 4.5 2.9 16.0 5.3 3.6 4.3 69.6 0.9 

登録種別 

登録博物館 348 3.4 1.7 14.9 3.7 3.4 4.6 73.0 0.0 

指定施設 99 6.1 4.0 22.2 8.1 7.1 5.1 62.6 1.0 

博物館類似施設 303 5.6 3.6 15.5 5.9 3.0 3.6 68.6 1.3 

館種別 

総合博物館 59 5.1 1.7 23.7 1.7 1.7 5.1 69.5 0.0 

美術博物館 452 5.3 3.8 13.9 6.6 4.4 4.4 69.9 0.7 

歴史博物館 187 2.7 1.6 19.8 4.8 3.7 3.2 67.4 0.5 

科学博物館 55 5.5 1.8 14.5 1.8 0.0 5.5 74.5 0.0 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 16.1 6.5 16.1 12.9 9.7 3.2 61.3 3.2 

都道府県 157 3.8 3.2 20.4 2.5 7.0 5.7 63.1 0.0 

政令指定都市・特別区 89 3.4 0.0 24.7 2.2 2.2 5.6 66.3 0.0 

市町村 255 3.1 2.4 18.8 5.9 2.7 2.4 69.4 1.2 

広域連合・行政組合 2 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 

民間非営利法人 144 6.3 4.9 8.3 6.9 1.4 5.6 75.0 1.4 

民間企業 48 6.3 4.2 2.1 8.3 4.2 0.0 81.3 0.0 

個人 16 6.3 0.0 12.5 0.0 0.0 6.3 75.0 0.0 

その他 23 0.0 0.0 4.3 8.7 4.3 13.0 73.9 0.0 

運営形態 

地方公共団体の直営 242 0.8 1.7 25.2 3.3 2.9 4.1 66.1 0.4 

地方独立行政法人 5 0.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 60.0 0.0 

指定管理者 177 5.6 3.4 15.8 5.6 2.8 2.8 69.5 1.1 

その他 24 8.3 0.0 16.7 4.2 8.3 8.3 58.3 0.0 

全職員数 

～20人 522 4.2 2.1 14.6 4.8 2.5 3.4 73.4 1.0 

21～40人 154 3.2 3.9 18.2 6.5 5.2 3.9 64.3 0.0 

41～60人 49 6.1 2.0 20.4 4.1 8.2 14.3 55.1 0.0 

61人以上 44 11.4 9.1 20.5 9.1 6.8 4.5 61.4 2.3 

法律の認知の 

有無 

認知有 360 6.7 3.6 20.6 6.9 6.4 5.8 62.2 0.0 

認知無 398 2.8 2.3 11.8 4.0 1.3 2.8 76.9 1.0 

計画の認知の 

有無 

認知有 318 6.9 3.1 21.7 6.6 6.6 6.0 61.3 0.0 

認知無 442 2.9 2.7 12.0 4.5 1.6 2.7 76.2 0.9 

事業の 

実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 7.1 7.1 18.4 9.4 10.4 6.1 59.9 0.5 

2018年度以前に 

実施有 
63 4.8 4.8 14.3 7.9 4.8 12.7 55.6 0.0 

2022年度までに 

実施無 
478 3.3 0.8 15.3 3.3 0.6 2.3 76.2 0.6 
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（７）主に障害者を対象とした事業の取組状況 

①事業の実施状況 

問 3-1 2022 年度までに主に障害者を対象とした事業を実施したことがありますか。（〇は１つ）（事業の具

体的な内容は、補問 3-1-①を参照してください） 

2022年度までに主に障害者を対象とした事業を実施したことがあるかについては、「2022年度までに実

施したことはない」が最多で 62.1%。「2019 年度から 2022 年度の間に実施したことがある」は 27.5%、

「2019年度から 2022年度の間は実施していないが、2018年度以前に実施したことがある」は 8.2%とな

っている。 

2019 年度以降に実施したという回答比率をみると、登録種別では指定施設、館種別では科学博物館、設

置者種別では、国・都道府県・政令指定都市・特別区、職員数では 40人以上、法律や計画を認知している施

設で平均以上の回答率となっている。また、障害者の来館促進に向けた対応（施設を円滑に利用できるよう

にするための取組、障害についての理解等に係る職員の研修、障害者からの意見聴き取り、福祉の経験や知

識のある職員の配置）との関係でみていくと、何らかの対応を取っている施設の方が事業の実施割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（n＝770）

27.5 8.2 62.1 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2019年度から2022年度の間に実施したことがある

2019年度から2022年度の間は実施していないが、2018年度以前に実施したことがある

2022年度までに実施したことはない

無回答
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事業の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
ｎ= 

２
０
１
９
年
度
か
ら
２
０
２
２
年
度
の

間
に
実
施
し
た
こ
と
が
あ
る 

２
０
１
９
年
度
か
ら
２
０
２
２
年
度
の

間
は
実
施
し
て
い
な
い
が
、
２
０
１
８
年

度
以
前
に
実
施
し
た
こ
と
が
あ
る 

２
０
２
２
年
度
ま
で
に
実
施
し
た
こ
と

は
な
い 

無
回
答 

全体 770 27.5 8.2 62.1 2.2 

登録種別 

登録博物館 348 30.2 9.5 59.2 1.1 

指定施設 99 32.3 9.1 57.6 1.0 

博物館類似施設 303 22.4 6.6 68.0 3.0 

館種別 

総合博物館 59 28.8 10.2 61.0 0.0 

美術博物館 452 27.9 9.7 60.8 1.5 

歴史博物館 187 25.1 4.8 67.4 2.7 

科学博物館 55 38.2 5.5 54.5 1.8 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 45.2 6.5 45.2 3.2 

都道府県 157 40.8 8.9 49.0 1.3 

政令指定都市・特別区 89 34.8 3.4 60.7 1.1 

市町村 255 22.7 8.2 67.5 1.6 

広域連合・行政組合 2 0.0 100.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 144 20.8 11.1 64.6 3.5 

民間企業 48 14.6 6.3 79.2 0.0 

個人 16 6.3 0.0 75.0 18.8 

その他 23 30.4 8.7 60.9 0.0 

運営形態 

地方公共団体の直営 242 28.1 7.0 63.6 1.2 

地方独立行政法人 5 20.0 20.0 60.0 0.0 

指定管理者 177 33.9 7.9 55.9 2.3 

その他 24 41.7 8.3 50.0 0.0 

全職員数 

～20人 522 19.9 7.7 69.9 2.5 

21～40人 154 33.1 9.7 55.8 1.3 

41～60人 49 53.1 10.2 36.7 0.0 

61人以上 44 70.5 6.8 20.5 2.3 

法律の認知の 

有無 

認知有 360 36.1 8.3 53.9 1.7 

認知無 398 20.1 7.8 70.1 2.0 

計画の認知の 

有無 

認知有 318 37.4 9.1 51.9 1.6 

認知無 442 20.6 7.5 70.1 1.8 

事業の 

実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 100.0 0.0 0.0 0.0 

2018年度以前に 

実施有 
63 0.0 100.0 0.0 0.0 

2022年度までに 

実施無 
478 0.0 0.0 100.0 0.0 
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ｎ= 

２
０
１
９
年
度
か
ら
２
０
２
２
年
度

の
間
に
実
施
し
た
こ
と
が
あ
る 

２
０
１
９
年
度
か
ら
２
０
２
２
年
度
の
間

は
実
施
し
て
い
な
い
が
、
２
０
１
８
年
度
以

前
に
実
施
し
た
こ
と
が
あ
る 

２
０
２
２
年
度
ま
で
に
実
施
し
た
こ

と
は
な
い 

無
回
答 

全体 770 27.5 8.2 62.1 2.2 

施設を円滑に 

利用できるよう

にするための 

取組 

 

施設設備がある 681 30.0 8.8 59.5 1.8 

施設案内表示をしている 298 36.9 9.1 53.0 1.0 

施設内での機器・支援用具を用意している 204 45.1 11.8 43.1 0.0 

展示に関しての配慮をしている 385 37.9 9.6 51.2 1.3 

施設ホームページ等での情報発信 244 42.2 8.6 48.4 0.8 

施設としてのガイドライン等を持っている 117 45.3 6.8 47.0 0.9 

その他 45 28.9 15.6 51.1 4.4 

実施していない 46 10.9 4.3 80.4 4.3 

障害についての

理解等に係る 

職員の研修 

理解・権利に関する研修を行っている 119 47.9 6.7 44.5 0.8 

法律・制度に関する研修を行っている 36 50.0 5.6 44.4 0.0 

対応・接遇についての研修を行っている 137 50.4 6.6 43.1 0.0 

事業の企画・実施に関する研修を行っている 18 77.8 5.6 16.7 0.0 

他団体・施設の研修に職員を派遣している 54 53.7 5.6 40.7 0.0 

その他 31 35.5 12.9 48.4 3.2 

行っていない 513 19.1 8.2 70.0 2.7 

障害者からの 

意見聴き取り 

アンケートを実施 19 84.2 0.0 15.8 0.0 

懇談やヒアリング・意見交換を行う場を設定 106 56.6 10.4 32.1 0.9 

運営委員会等に構成員として参加 7 57.1 0.0 42.9 0.0 

疑問に思ったことを随時、相談 89 52.8 11.2 34.8 1.1 

その他 128 37.5 8.6 53.1 0.8 

何もしていない・わからない 458 15.9 7.4 74.5 2.2 

福祉の経験や 

知識のある職員

の有無 

資格を持っている 35 42.9 8.6 45.7 2.9 

大学などで福祉を専攻していた 22 68.2 13.6 18.2 0.0 

福祉関連部署に勤務していた 123 31.7 7.3 59.3 1.6 

福祉に関連する活動を行っている 41 48.8 12.2 39.0 0.0 

障害者福祉に関連する研究を行っている 28 78.6 10.7 10.7 0.0 

その他 33 39.4 24.2 33.3 3.0 

いない・わからない 536 23.7 6.5 67.9 1.9 
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①-1 実施した障害者を対象とした事業内容 

補問 3-1-① 【問 3-1 で 1.または 2.に○を付けた方のみ】実施した主に障害者を対象とした事業の内容に

あてはまるものを選択してください。（〇はいくつでも） 

実施した主に障害者を対象とした事業の内容についてもっとも回答が多かったのは「障害者の創造機会の

拡大等に向けた施設内での教育普及活動（施設内でのワークショップ、体験会など）」の 36.0%、ほぼ並んで

「障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた常設展における展示内容等に係る見直し・工夫」の 35.6%となってい

る。ついで「障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた企画展等の開催」28.0%、「障害者の発表機会の確保に向

けた作品の展示活動」25.8%、「障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活動（アウトリー

チ活動、巡回展示、移動博物館など）」20.0%、「障害者の創造機会の拡大等に向けた施設外での教育普及

活動（アウトリーチ活動）」13.1%、「障害者による文化芸術を通じた交流活動」10.5%、障害のあるアーティ

ストの作品収蔵（コミッションワーク含む）」4.4％と続く。 

なお、「障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた企画展等の開催」と「障害のあるアーティストの作品収蔵（コミ

ッションワーク含む）」の２つは、美術館のみの選択肢となっている（他の館種の回答はない）。内訳をみると、

この２つの選択肢を除く全てで平均を上回る回答となっている施設は、法律および計画を認知している施設

のみとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：障害者を対象とするイベント(７件)、作品展示・
展覧会（４件）、（手話通訳・字幕付き等）プラネ

タリウム投影（３件）、作品鑑賞会（２件）、福祉
施設の製品委託販売（２件）など 

(n=275)

障害者による文化芸術を通じた交流活動

障害のあるアーティストの作品収蔵（コミッション・ワーク含
む）

その他

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設内での教育普及活
動（施設内でのワークショップ、体験会など）

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた常設展における展示内
容等に係る見直し・工夫

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた企画展等の開催

障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活
動（アウトリーチ活動、巡回展示、移動博物館など）

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活
動（アウトリーチ活動）

36.0 

35.6 

28.0 

25.8 

20.0 

13.1 

10.5 

4.4 

10.2 

0% 10% 20% 30% 40%

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設内での教育普及活動（施設内でのワークショップ、体験会など）

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた常設展における展示内容等に係る見直し・工夫

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた企画展等の開催

障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活動（アウトリーチ活動、巡回展示、移動博物館など）

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活動（アウトリーチ活動）

障害者による文化芸術を通じた交流活動

障害のあるアーティストの作品収蔵（コミッション・ワーク含む）

その他
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事業の実施状況 
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そ
の
他 

無
回
答 

全体 275 35.6 28.0 20.0 36.0 13.1 25.8 4.4 10.5 10.2 2.2 

登録種別 

登録博物館 138 40.6 31.2 21.7 35.5 12.3 21.7 4.3 11.6 7.2 2.9 

指定施設 41 36.6 24.4 22.0 36.6 17.1 26.8 4.9 9.8 12.2 2.4 

博物館類似施設 88 30.7 26.1 17.0 35.2 12.5 28.4 3.4 9.1 14.8 1.1 

館種別 

総合博物館 23 47.8 26.1 34.8 34.8 8.7 0.0 0.0 8.7 13 4.3 

美術博物館 170 28.8 31.2 17.1 36.5 15.3 41.8 7.1 13.5 10.6 1.2 

歴史博物館 56 44.6 25.0 25.0 32.1 12.5 0.0 0.0 3.6 5.4 5.4 

科学博物館 24 54.2 12.5 16.7 45.8 0.0 0.0 0.0 8.3 16.7 0.0 

設置者種別 

国（独立行政法人） 16 68.8 31.3 31.3 31.3 18.8 12.5 0.0 0.0 12.5 6.3 

都道府県 78 44.9 26.9 32.1 44.9 19.2 15.4 3.8 16.7 7.7 1.3 

政令指定都市・ 

特別区 
34 38.2 20.6 17.6 35.3 8.8 38.2 5.9 11.8 17.6 0.0 

市町村 79 29.1 29.1 11.4 27.8 6.3 24.1 1.3 6.3 7.6 3.8 

広域連合・行政組合 2 50.0 0.0 0.00 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 46 28.3 32.6 15.2 34.8 13.0 37.0 13.0 13.0 8.7 2.2 

民間企業 10 10.0 30.0 10.0 30.0 20.0 50.0 0.0 10.0 30.0 0.0 

個人 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

その他 9 11.1 33.3 22.2 66.7 11.1 11.1 0.0 0.0 11.1 0.0 

運営形態 

地方公共団体の 

直営 
85 37.6 29.4 24.7 35.3 10.6 24.7 3.5 11.8 5.9 3.5 

地方独立行政法人 2 50.0 0.0 50.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

指定管理者 74 29.7 18.9 12.2 36.5 12.2 28.4 4.1 10.8 14.9 0.0 

その他 12 50.0 33.3 33.3 66.7 33.3 16.7 0.0 16.7 0.0 0.0 

全職員数 

～20人 144 23.6 26.4 10.4 35.4 10.4 38.9 5.6 7.6 9.7 3.5 

21～40人 66 40.9 30.3 31.8 28.8 15.2 12.1 3.0 9.1 13.6 1.5 

41～60人 31 58.1 35.5 25.8 45.2 12.9 6.5 0.0 22.6 3.2 0.0 

61人以上 34 55.9 23.5 32.4 44.1 20.6 14.7 5.9 14.7 11.8 0.0 

法律の認知

の有無 

認知有 160 44.4 30.6 25.6 36.3 18.8 23.1 4.4 13.8 10.0 1.9 

認知無 111 23.4 23.4 11.7 35.1 5.4 29.7 4.5 6.3 10.8 2.7 

計画の認知

の有無 

認知有 148 43.9 32.4 25.0 37.8 18.2 25.0 4.1 11.5 10.8 2.7 

認知無 124 26.6 21.8 13.7 33.1 7.3 26.6 4.8 9.7 9.7 1.6 

事業の 

実施状況 

2019年度～

2022年度実施有 
212 34.4 28.8 23.6 40.6 15.1 27.4 4.7 12.7 9.0 0.9 

2018年度以前に 

実施有 
63 39.7 25.4 7.9 20.6 6.3 20.6 3.2 3.2 14.3 6.3 

2022年度までに 

実施無 
0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 
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①-2 事業を実施していない理由 

3-1-② 【問 3-1で 3.に○を付けた方のみ】主に障害者を対象とした事業を実施していない理由をお聞かせ

ください。 

主に障害者を対象とした事業を実施していない理由としては「人員・体制が充分でない」が 17.2％、「障害

の有無に関わらず幅広い人を対象としているから」が 11.4%となっている。 

その他「専門人材がいない・職員の知識不足」9.8％、「予算不足」7.9％、「施設自体に問題がある(スペー

スがない・環境が整っていないなど)」6.7％、「ノウハウがない」6.0％などと続く。 

 

事業を実施していない理由 n= ％ 

人員・体制が充分でない 98 17.2 

障害の有無にかかわらず幅広い人を対象としているから 65 11.4 

専門人材がいない・職員の知識不足 56 9.8 

予算不足 45 7.9 

施設自体に問題がある(スペースがない・環境が整っていないなど) 38 6.7 

ノウハウがない 34 6.0 

一般事業でも障害者につど対応している・配慮している 33 5.8 

時間不足・余裕がない 24 4.2 

障害者を対象とした事業を想定していなかった、難しい、行っていないため 21 3.7 

館や展示品の特性のため（日本画・歴史館・文学館・公文書・宗教、貸館のみのため

等） 

20 3.5 

検討・計画中 19 3.3 

ニーズがなかった、ニーズを把握していない 17 3,0 

機会がないため 10 1.8 

施設の設計を変更できない、建物が古いためバリアフリー化が難しい（文化財、歴

史的建造物等） 

8 1.4 

新型コロナウイルス感染症の影響で計画が中止した、企画をしなかった 6 1.1 

障害を持つ方の来館が少ないため、対策の必要性が感じられない 6 1.1 

立地的上の問題（障害者の来館に適していない立地等） 5 0.9 

施設面は対応済み（バリアフリーなど） 5 0.9 

メインターゲットではないため対応を優先していない、優先度が低いため 5 0.9 

特に理由はなし 5 0.9 

必要性をあまり感じない 5 0.9 

入館無料・無料や割引対応があるため 4 0.7 

休館中・仮移転・改装中のため 4 0.7 

要請による施設見学に対応しているため、特に事業化の必要を感じていない 4 0.7 

自治体の部署が実施をしているため 3 0.5 

主に障害者担当部局が担っているため 2 0.4 
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障害者による文化芸術活動の推進に関する認識不足のため 2 0.4 

その認識、意識、発想が今まで全くない 2 0.4 

受け入れ体制が出来ていないため 2 0.4 

必要性は認識しているが現在対応しかねるため 2 0.4 

その他（各 1件） 

アウトリーチ事業を実施し情報を収集している、上層部の理解が得られないため、

開館間もないため、館としての具体的な指針ができていない、兼務先で対策をして

いるため、当美術館単体では実施していない、県の仕様書に記載がない、指定管理

者が 2023年 4月に発足したため過去については不明、主眼を置く対象が異なっ

ていたため、障害のあるアーティストの作品展を実施したいが相談窓口が分からな

い、情報もなくきっかけが持てなかったから、職員の負担が大きい、職員の補助は

かえって邪魔ではないかとも思っている、対応考え至っておらず、担当者の任期が

短いため適切な事業が見いだせない、当組織委員会が実施する芸術祭においては

おこなっている、特別入館日を設定しているため、何から手を付けたらよいかわか

らないため、まだ準備段階のため 

19 3.3 
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②事業実施のために必要なサポート 

問 3-２ 主に障害者を対象とした事業をするためにはどのようなサポートに関する情報が必要ですか。（〇は

いくつでも） 

主に障害者を対象とした事業をするためにはどのようなサポートに関する情報が必要ですかという質問に

は、「他の施設等における好事例・ノウハウ」が 62.5%ともっとも多く、ついで「職員が、事業についてのスキ

ル（ノウハウや情報を含む）を身に付けるための研修等」55.6%、「事業の実施等に活用可能な補助金」

51.0%、「事業の企画や実施に必要な知識や経験を持った専門家や支援団体、相談窓口等」48.4%と続い

ている。また、2019 年度までに障害者向け事業を実施した施設では、全項目において平均よりも回答率が

高くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《参考》 サポートの具体的な内容についての回答・意見 

回答種別 具体回答内容の傾向 

職員が、事業についてのスキ

ル（ノウハウや情報を含む）を

身に付けるための研修等 

＜研修内容＞ 

▶ 回答の過半は基本的なスキルや知識（障害の種別や程度に応じた適切な接し

方、サポートの仕方、福祉側が求めていることは何かなど）についての研修を

求めるものとなっている。 

▶ 上記以外で複数の施設が必要な研修内容とした回答：「展示の説明や表示の

在り方（展示品の配置方法、展示室の光の加減、視聴覚媒体の作成方法、点字

キャプションの作成方法など）」、「障害者への広報のあり方」、「美術館向け研

修（触覚での鑑賞手法など）」、「助成制度や補助金の内容、申請方法」 

▶ その他：「障害者も社会の一員だという認識を職員が持てるような研修」、「知

的障害者への配慮」、「手話通訳の育成研修」、「バリアフリー研修」、「特別支援

学校の生徒の受け入れ方法についての研修」 

＜求められる研修手法＞ 

▶ オンラインでの研修（８件）、国や行政主催での研修（４件）、他施設との研修

（３件）、地方での実施（２件） 

▶ その他「研修ビデオが欲しい」 

その他：人員確保のための支援（17 件）、環境・
設備面の改善（５件）、工夫・事例紹介
（４件）、事業予算（３件）など 

(n=770)

他の施設等における好事例・ノウハウ

職員が、事業についてのスキル（ノウハウや情報を含
む）を身に付けるための研修等

事業の実施等に活用可能な補助金

事業の企画や実施に必要な知識や経験を持った専門家
や支援団体、相談窓口等

その他

62.5 

55.6 

51.0 

48.4 

5.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

他の施設等における好事例・ノウハウ

職員が、事業についてのスキル（ノウハウや情報を含む）を身に付けるための研修等

事業の実施等に活用可能な補助金

事業の企画や実施に必要な知識や経験を持った専門家や支援団体、相談窓口等

その他
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事業の企画や実施に必要な知

識や経験を持った専門家や支

援団体、相談窓口等 

＜助言の手法＞ 

▶ 施設や事業の現場に来てアドバイスして欲しい（３件）、公共館として中立的な

立場を堅持できることを前提としたサポートにして欲しい（２件） 

▶ その他：「専門家から企画を持ち込んで欲しい」 

＜欲しいアドバイスの内容＞ 

▶ 「障害者への展示手法やコミュニケーション手法」、「障害者への発信方法や発

信先に関する助言や情報」、「障害者事業の注意点や障害者への対応に必要

な人材や資材」、「支援学校へのアウトリーチの際の児童生徒と一緒に楽しむ

ための工夫（内容、声掛け、楽器の準備等）」、「展示作品選定のあり方や輸送

費」、「補助金の申請方法」、「医療的見地からのアドバイス」、「事業が自己満足

にならないためのアドバイス」 

＜障害者関係者、団体とのつながり＞ 

▶ 「芸術文化活動を求める支援学校や団体の担当窓口情報が欲しい、マッチン

グして欲しい」（４件） 

▶ その他、他の団体等とのつながりが欲しいという意見も多数みられた（障害

のある方を施設まで案内してくれる団体、特別支援学校の教員、鑑賞の補助

ができるボランティアなどの支援組織、手話通訳者、点字や手話などのスキ

ルをもった団体、地元の障害者団体、通所施設など） 

事業の実施等に活用可能な補

助金 

＜補助の対象＞ 

▶ 施設のバリアフリー化（15件）、事業費（14件）、障害者向けの設備・機器・制

作物費用（13件）についての補助金を求める回答が多い。また、人件費補助

が必要（７件）という回答も比較的多い。 

▶ その他、「障害者への接遇のための体制全体やソフト・ハード全般」（４件）、「事

業計画・立案、研修費、研究費」（３件）、「ウェブサイト制作費」、「案内状制作・

発送費」、「障害者移動用の貸し切りバス代」、「障害者文化芸術団体への補助

金」 

＜補助金の手法＞ 

▶ 簡単に利用できる、ハードルの低い補助金が必要（２件） 

他の施設等における好事例・

ノウハウ 

＜事例の内容＞ 

▶ 自施設の文化ジャンル（絵画、彫刻、工芸品、歴史的文化財、科学館、野外展示

など）に即した事例（13 件）。自施設と同規模の施設の事例（８件、うち５件は

同じような小規模施設の事例を求めるもの） 

▶ 上記以外で複数施設が回答：「障害者へのサポート内容、広報内容の事例」（５

件）、「事業費・予算・経費額などがわかる事例」（４件）、「小規模な事業の事

例」（３件）、「展示手法がわかる事例」（３件）、「バリアフリーの事例」（２件） 

▶ その他：「専門家の助言がついた事例」、「助成制度の具体的な内容」、「オンラ

イン相談の事例」、「障害者向け事業の効果や社会的意義の説明」、「障害を持

つ方やそのご家族と、美術館との間に入り、円滑な意思疎通を行っている事

例」など 

▶ ツールやデータ等の頒布（展覧会鑑賞サポートキット、障害者用サイン、字幕

テキスティング用ソフトウェア、必要な施設整備や機材についてのハンドブッ

ク、障害者文化芸術活動の資料集など）をしてほしい（５件） 

＜事例の公開方法＞ 

▶ ウェブでの公開（９件）、冊子での提供（４件）、メールで配信して欲しい（１件） 

▶ 経験者や専門家との情報交換の機会の提供、研修、視察、見学会やツアー・オ

ンライン会議など、事例の発表会的なものを開催して欲しい（４件） 
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事業実施のために必要なサポート 

  

 

 
ｎ= 

職
員
が
、
事
業
に
つ
い
て
の
ス
キ
ル

（
ノ
ウ
ハ
ウ
や
情
報
を
含
む
）
を
身
に

付
け
る
た
め
の
研
修
等 

事
業
の
企
画
や
実
施
に
必
要
な
知
識

や
経
験
を
持
っ
た
専
門
家
や
支
援
団

体
、
相
談
窓
口
等 

事
業
の
実
施
等
に
活
用
可
能
な

補
助
金 

他
の
施
設
等
に
お
け
る
好
事
例
・

ノ
ウ
ハ
ウ 

そ
の
他 

無
回
答 

全体 770 55.6 48.4 51 62.5 5.5 6.5 

登録種別 

登録博物館 348 57.5 46.8 48.0 62.6 5.7 6.3 

指定施設 99 62.6 57.6 58.6 61.6 9.1 3.0 

博物館類似施設 303 52.1 47.2 52.8 63.4 4.0 6.9 

館種別 

総合博物館 59 57.6 44.1 47.5 67.8 5.1 8.5 

美術博物館 452 54.6 48.9 55.3 58.6 6.0 6.0 

歴史博物館 187 61.5 50.3 45.5 68.4 4.8 6.4 

科学博物館 55 47.3 45.5 45.5 67.3 5.5 3.6 

設置者種別 

国（独立行政法人） 31 74.2 61.3 64.5 77.4 12.9 3.2 

都道府県 157 57.3 51.0 51.6 63.1 6.4 5.7 

政令指定都市・ 

特別区 
89 65.2 53.9 51.7 67.4 10.1 3.4 

市町村 255 57.6 49.0 46.3 60.8 4.7 4.7 

広域連合・行政組合 2 50.0 50.0 50.0 50.0 0.0 50.0 

民間非営利法人 144 45.1 42.4 54.2 59.7 3.5 8.3 

民間企業 48 52.1 45.8 56.3 60.4 0.0 12.5 

個人 16 25.0 25.0 62.5 62.5 0.0 25.0 

その他 23 56.5 47.8 47.8 60.9 8.7 4.3 

運営形態 

地方公共団体の直営 242 57.4 50.0 47.9 63.6 4.5 5.0 

地方独立行政法人 5 40.0 40.0 60.0 60.0 40.0 0.0 

指定管理者 177 64.4 57.1 54.8 61.0 7.3 5.6 

その他 24 54.2 45.8 29.2 62.5 8.3 0.0 

全職員数 

～20人 522 52.7 45.0 50.4 61.1 4.2 7.3 

21～40人 154 63.6 57.1 49.4 69.5 7.1 4.5 

41～60人 49 63.3 59.2 59.2 67.3 10.2 4.1 

61人以上 44 54.5 47.7 56.8 47.7 9.1 6.8 

法律の認知の 

有無 

認知有 360 54.7 48.6 51.7 62.2 6.4 4.4 

認知無 398 57.3 48.5 51.3 63.6 4.3 7.5 

計画の認知の 

有無 

認知有 318 55.7 50.6 52.2 62.9 7.2 4.4 

認知無 442 56.1 47.3 50.7 63.1 4.1 7.0 

事業の実施状況 

2019年度～ 

2022年度実施有 
212 61.3 59.9 60.8 64.2 8.5 2.8 

2018年度以前に 

実施有 
63 68.3 57.1 52.4 55.6 4.8 1.6 

2022年度までに 

実施無 
478 52.5 43.5 47.9 63.6 4.4 7.1 
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③連携している施設・機関 

問 3-3 主に障害者を対象とした事業を実施するに当たり、連携している他の施設・機関はありますか。（〇

はいくつでも。ただし、12 に○を付けた場合は、12 以外には回答しないでください）また、連携内容

を選んでください。 

主に障害者を対象とした事業を実施するにあたり、連携している他の施設・機関はありますかという質問に

対する回答は、「連携している組織・機関はない」が 57.8%ともっとも多い（「連携している他の施設・機関が

ある」という回答数が、「2022 年度までに実施したことがない」の回答数を上回っている。2023 年度以降に

実施した施設の回答や、「主に障害者を対象とした事業を実施する」場合以外での連携をしている施設が回

答している可能性に留意する必要がある）。連携先として多いのは「特別支援学校・学級・教育委員会」の

17.7％で、ついで「住民団体以外の非営利活動法人、団体（社会福祉協議会、社団、NPO、任意団体など）」

13.9%、「地方公共団体の福祉担当部署」10.8％、「福祉施設（障害福祉サービス事業所等）」10.0%、「地

方公共団体の文化芸術担当部署」7.4%と続いている。 

また、「地域の住民団体」と「障害者芸術文化活動支援センター」と回答している施設では、他とも、高い比

率で連携している。問 3-2 の必要とするサポートで、「事業の企画や実施に必要な知識や経験を持った専門

家や支援団体、相談窓口等」を選択した施設は、そうでない施設より、連携している割合がやや高くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：組織内の他部署(２件)、作家(２件)、手
話通訳派遣（１件）、市観光協会ユニバ
ーサルツアー担当者（１件）など 

(n=770)

連携している組織・機関はない

特別支援学校・学級・教育委員会

住民団体以外の非営利活動法人、団体（社会福祉協議
会、社団、財団、ＮＰＯ、任意団体など）

地方公共団体の福祉担当部署

福祉施設（障害福祉サービス事業所等）

地方公共団体の文化芸術担当部署

他の文化施設

大学・専門教育機関

民間企業

障害者芸術文化活動支援センター

地域の住民団体（自治会、子供会など）

その他

17.7 

13.9 

10.8 

10.0 

7.4 

5.6 

5.3 

5.2 

4.3

3.6 

1.9

57.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

特別支援学校・学級・教育委員会

住民団体以外の非営利活動法人、団体（社会福祉協議会、社団、財団、ＮＰＯ、任意団体など）

地方公共団体の福祉担当部署

福祉施設（障害福祉サービス事業所等）

地方公共団体の文化芸術担当部署

他の文化施設

大学・専門教育機関

民間企業

障害者芸術文化活動支援センター

地域の住民団体（自治会、子供会など）

その他

連携している組織・機関はない
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連携している施設・機関 

 

 

ｎ
= 

地
方
公
共
団
体
の
文
化

芸
術
担
当
部
署 

地
方
公
共
団
体
の
福
祉

担
当
部
署 

他
の
文
化
施
設 

福
祉
施
設 

大
学
・専
門
教
育
機
関 

特
別
支
援
学
校
・
学
級
・

教
育
委
員
会 

地
域
の
住
民
団
体 

住
民
団
体
以
外
の
非
営

利
活
動
法
人
、
団
体 

民
間
企
業 

障
害
者
芸
術
文
化
活
動

支
援
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

連
携
し
て
い
る
組
織
・

機
関
は
な
い 

無
回
答 

全体 770 7.4 10.8 5.6 10.0 5.3 17.7 3.6 13.9 5.2 4.3 1.9 57.8 8.7 

登録種別 

登録博物館 348 7.8 10.9 4.0 10.6 5.2 20.4 3.4 13.8 5.5 3.7 2.3 54.6 7.5 

指定施設 99 9.1 12.1 10.1 14.1 11.1 20.2 5.1 21.2 5.1 6.1 3.0 53.5 7.1 

博物館類似

施設 
303 5.9 9.9 5.6 7.6 4.0 13.2 2.6 10.6 5.0 4.0 1.3 64.0 10.2 

館種別 

総合博物館 59 11.9 10.2 6.8 13.6 5.1 18.6 5.1 15.3 3.4 3.4 0.0 62.7 8.5 

美術博物館 452 8.0 13.1 6.4 11.3 6.4 18.1 4.0 15.5 6.9 6.4 2.7 53.8 8.6 

歴史博物館 187 4.8 8.0 3.2 7.0 3.7 16.0 2.1 9.1 1.1 1.1 1.1 66.3 8.6 

科学博物館 55 5.5 3.6 5.5 7.3 3.6 21.8 3.6 16.4 7.3 0.0 1.8 56.4 5.5 

設置者種別 

国（独立行

政法人） 
31 6.5 9.7 6.5 3.2 6.5 12.9 3.2 12.9 9.7 3.2 3.2 64.5 3.2 

都道府県 157 13.4 15.3 7.0 14.0 8.9 32.5 5.1 19.1 6.4 7.0 2.5 45.9 7.6 

政令指定都

市・特別区 
89 5.6 14.6 7.9 9.0 3.4 18.0 1.1 18.0 4.5 4.5 1.1 57.3 9.0 

市町村 255 8.2 11.8 5.5 9.8 3.9 14.5 4.3 12.9 3.5 2.7 1.2 56.9 10.2 

広域連合・

行政組合 
2 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 50.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 50.0 0.0 

民間非営利

法人 
144 1.4 7.6 5.6 11.1 6.3 11.8 3.5 11.1 6.9 4.9 3.5 61.8 9.0 

民間企業 48 4.2 2.1 2.1 4.2 2.1 10.4 2.1 10.4 6.3 4.2 2.1 79.2 6.3 

個人 16 6.3 0.0 0.0 0.0 6.3 6.3 6.3 6.3 6.3 0.0 0.0 62.5 18.8 

その他 23 4.3 0.0 0.0 8.7 4.3 17.4 0.0 8.7 0.0 4.3 0.0 73.9 0.0 

運営形態 

地方公共 

団体の直営 
242 9.9 12.4 5.4 8.3 4.5 17.4 3.3 12.4 4.1 4.1 1.2 54.5 9.9 

地方独立行

政法人 
5 20.0 20.0 40.0 40.0 40.0 20.0 20.0 60.0 0.0 0.0 0.0 20.0 20.0 

指定管理者 177 8.5 13.0 7.3 14.1 4.5 22.6 5.1 18.1 6.2 4.5 1.1 53.7 9.6 

その他 24 8.3 20.8 8.3 12.5 16.7 29.2 0.0 12.5 8.3 4.2 8.3 45.8 8.3 

全職員数 

～20人 522 5.9 8.8 4.6 9.4 4.6 12.8 3.1 10.9 3.8 3.6 1.1 63.2 10.2 

21～40人 154 10.4 16.9 7.8 8.4 4.5 24.0 5.2 17.5 4.5 3.9 2.6 51.9 5.8 

41～60人 49 10.2 10.2 10.2 12.2 10.2 36.7 6.1 28.6 12.2 8.2 4.1 40.8 8.2 

61人以上 44 9.1 11.4 4.5 20.5 11.4 31.8 2.3 20.5 15.9 9.1 6.8 34.1 2.3 

法律の認知

の有無 

認知有 360 11.4 15.0 8.6 13.6 7.5 23.6 5.0 17.5 7.8 6.7 2.5 49.7 8.1 

認知無 398 3.8 6.8 2.8 6.5 3.3 12.3 2.5 10.3 2.8 2.3 1.5 66.1 8.8 

計画の認知

の有無 

認知有 318 12.3 16.0 9.1 14.2 6.9 23.9 5.3 17.9 7.9 6.9 1.6 49.1 8.2 

認知無 442 3.8 6.8 2.9 7.0 4.1 13.3 2.5 10.9 3.2 2.5 2.3 64.9 8.4 

                

 

 

事業の 

実施状況 

 

 

2019年度

～2022

年度実施有 

212 12.7 21.2 12.3 23.6 12.3 46.2 7.1 33.0 12.7 10.4 4.2 18.9 4.2 

2018年度

以前に 

実施有 

63 12.7 15.9 12.7 15.9 11.1 19.0 6.3 25.4 7.9 3.2 6.3 47.6 3.2 
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2022年

度までに 

実施無 

478 4.4 5.4 1.9 3.6 1.7 5.4 1.9 4.4 1.7 1.9 0.4 76.4 10.7 
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連携している施設・機関同士の関係 

 

専門家や支援団体、相談窓口のサポートを選択した施設の連携状況 

 

  

 

 

ｎ
= 

地
方
公
共
団
体
の
文
化
芸

術
担
当
部
署 

地
方
公
共
団
体
の
福
祉
担

当
部
署 

他
の
文
化
施
設 

福
祉
施
設 

大
学
・専
門
教
育
機
関 

特
別
支
援
学
校
・
学
級
・
教

育
委
員
会 

地
域
の
住
民
団
体 

住
民
団
体
以
外
の
非
営
利

活
動
法
人
、
団
体 

民
間
企
業 

障
害
者
芸
術
文
化
活
動
支

援
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

連
携
し
て
い
る
組
織
・
機
関

は
な
い 

無
回
答 

全体 770 7.4 10.8 5.6 10.0 5.3 17.7 3.6 13.9 5.2 4.3 1.9 57.8 8.7 

地方公共団体文化芸術 

担当部署 
57 100.0 57.9 42.1 40.4 29.8 54.4 31.6 50.9 21.1 31.6 1.8 0.0 0.0 

地方公共団体の福祉担当

部署 
83 39.8 100.0 36.1 36.1 26.5 53.0 24.1 48.2 16.9 24.1 2.4 0.0 0.0 

他の文化施設 43 55.8 69.8 100.0 51.2 41.9 65.1 41.9 65.1 27.9 37.2 2.3 0.0 0.0 

福祉施設 77 29.9 39.0 28.6 100.0 23.4 64.9 23.4 51.9 22.1 23.4 2.6 0.0 0.0 

大学・専門教育機関 41 41.5 53.7 43.9 43.9 100.0 56.1 29.3 68.3 31.7 34.1 4.9 0.0 0.0 

特別支援学校・学級・教育

委員会 
136 22.8 32.4 20.6 36.8 16.9 100.0 19.1 41.2 18.4 19.1 4.4 0.0 0.0 

地域の住民団体 28 64.3 71.4 64.3 64.3 42.9 92.9 100.0 78.6 42.9 50.0 0.0 0.0 0.0 

住民団体以外の非営利 

活動法人、団体 
107 27.1 37.4 26.2 37.4 26.2 52.3 20.6 100.0 22.4 18.7 5.6 0.0 0.0 

民間企業 40 30.0 35.0 30.0 42.5 32.5 62.5 30.0 60.0 100.0 22.5 7.5 0.0 0.0 

障害者芸術文化活動支援

センター 
33 54.5 60.6 48.5 54.5 42.4 78.8 42.4 60.6 27.3 100.0 3.0 0.0 0.0 

その他 15 6.7 13.3 6.7 13.3 13.3 40.0 0.0 40.0 20.0 6.7 100.0 0.0 0.0 

連携している組織・機関

はない 
445 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 

 

 

ｎ

= 

地
方
公
共
団
体
の
文
化
芸

術
担
当
部
署 

地
方
公
共
団
体
の
福
祉
担

当
部
署 

他
の
文
化
施
設 

福
祉
施
設 

大
学
・
専
門
教
育
機
関 

特
別
支
援
学
校
・
学
級
・
教

育
委
員
会 

地
域
の
住
民
団
体 

住
民
団
体
以
外
の
非
営
利

活
動
法
人
、
団
体 

民
間
企
業 

障
害
者
芸
術
文
化
活
動
支

援
セ
ン
タ
ー 

そ
の
他 

連
携
し
て
い
る
組
織
・
機
関

は
な
い 

無
回
答 

全体 770 7.4 10.8 5.6 10.0 5.3 17.7 3.6 13.9 5.2 4.3 1.9 57.8 8.7 

「専門家や支援団体、相談 

窓口」を選択した施設 
373 8.0 13.4 7.2 13.4 8.0 24.4 4.8 19.0 7.0 5.4 2.4 54.4 5.6 

「専門家や支援団体、相談 

窓口」を選択していない 

施設 

347 7.8 9.5 4.6 6.9 3.2 12.1 2.9 9.8 4.0 3.5 1.7 62.2 7.8 
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各連携先ごとの連携内容をみると、「福祉施設」、「大学・専門教育機関」、「特別支援学校・学級・教育委員

会」については、事業企画面で連携したという回答がもっとも多く、他の連携先では広報や参加者の募集で

連携したという回答がもっとも多くなっている。 

また、連携内容ごとに見ていくと、「事業企画」「広報、参加者の募集」「事前の準備・運営」では、障害者芸

術文化活動支援センターでの回答がもっとも多くなっており、事業の企画・広報・運営等において支援センタ

ーの占める役割が大きい。一方「講師・アーティストの派遣」では大学・専門教育機関の、「会場の提供」では

特別支援学校・学級・教育委員会の、「資金補助・寄附」では地方公共団体の文化芸術担当部署の回答が多

くなっている。 

 

連携内容 

 ア
．
事
業
企
画 

イ
．
広
報
、
参
加
者
の
募
集 

ウ
．
事
前
の
準
備
・
運
営 

エ
．
講
師
・
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
の
派
遣 

オ
．
会
場
の
提
供 

カ
．
資
金
補
助
・
寄
付 

キ
．
そ
の
他 

1.地方公共団体の文化芸術担当部署 40.4 47.4 33.3 12.3 33.3 17.5 5.3 

2 .地方公共団体の福祉担当部署 34.9 45.8 30.1 12.0 20.5 13.3 14.5 

3 他の文化施設 41.9 55.8 37.2 16.3 23.3 2.3 7.0 

4 福祉施設（障害福祉サービス事業所等） 44.2 41.6 32.5 29.9 37.7 2.6 7.8 

5 大学・専門教育機関 48.8 39.0 34.1 36.6 17.1 2.4 12.2 

6 特別支援学校・学級・教育委員会 44.9 41.2 35.3 15.4 39.7 1.5 6.6 

7 地域の住民団体（自治会、子供会など） 21.4 57.1 25.0 7.1 35.7 3.6 7.1 

8 住民団体以外の非営利活動法人、団体（社

会福祉協議会、社団、財団、ＮＰＯ、任意団体

など） 

47.7 52.3 39.3 23.4 23.4 6.5 9.3 

9 民間企業 32.5 42.5 25.0 12.5 27.5 10.0 20.0 

10 障害者芸術文化活動支援センター 51.5 57.6 45.5 30.3 30.3 3.0 15.2 

11 その他 40.0 26.7 40.0 33.3 26.7 6.7 13.3 
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④代表的な事業の内容 

問 3-4 2019年度から 2022年度の間に実施した主に障害者を対象とした事業のうち、代表的な事業につ

いて具体的な内容（詳細）を御記入ください。（最大３事業まで） 

 

④-1 代表的な事業の分類 

2019 年度から 2022 年度の間に実施した代表的な事業については 230 施設から 332 件の回答があ

った。ここでは、参考として、各施設がどのような事業を代表的な事業として回答したかについての簡単な整

理を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(n=332)

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設外での教育
普及活動（アウトリーチ活動）

障害のあるアーティストの作品収蔵（コミッション・ワー
ク含む）

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設内での教育
普及活動（施設内でのワークショップ、体験会など）

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた常設展における
展示内容等に係る見直し・工夫

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた企画展等の開催

障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた施設外での教育
普及活動（アウトリーチ活動）

障害者による文化芸術を通じた交流活動

33.4 

26.2 

25.0 

19.6 

19.0 

11.7 

9.6 

1.8 

0% 10% 20% 30% 40%

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設内での教育普及活動（施設内でのワークショップ、体験会など）

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた常設展における展示内容等に係る見直し・工夫

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた企画展等の開催

障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動

障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活動（アウトリーチ活動）

障害者による文化芸術を通じた交流活動

障害者の創造機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活動（アウトリーチ活動）

障害のあるアーティストの作品収蔵（コミッション・ワーク含む）
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事業の分類 

 

  

 

 

事
業
数 

障
害
者
の
鑑
賞
機
会
の
拡
大
等
に
向
け
た

常
設
展
に
お
け
る
展
示
内
容
等
に
係
る
見

直
し
・
工
夫 

障
害
者
の
鑑
賞
機
会
の
拡
大
等
に
向
け
た

企
画
展
等
の
開
催 

障
害
者
の
鑑
賞
機
会
の
拡
大
等
に
向
け
た

施
設
外
で
の
教
育
普
及
活
動
（
ア
ウ
ト
リ
ー

チ
活
動
） 

障
害
者
の
創
造
機
会
の
拡
大
等
に
向
け
た

施
設
内
で
の
教
育
普
及
活
動
（
施
設
内
で

の
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
、
体
験
会
な
ど
） 

障
害
者
の
創
造
機
会
の
拡
大
等
に
向
け
た

施
設
外
で
の
教
育
普
及
活
動
（
ア
ウ
ト
リ
ー

チ
活
動
） 

障
害
者
の
発
表
機
会
の
確
保
に
向
け
た
作

品
の
展
示
活
動 

障
害
の
あ
る
ア
ー
テ
ィ
ス
ト
の
作
品
収
蔵

（
コ
ミ
ッ
シ
ョ
ン
・
ワ
ー
ク
含
む
） 

障
害
者
に
よ
る
文
化
芸
術
を
通
じ
た
交
流

活
動 

全体 332 26.2 25.0 19.0 33.4 9.6 19.6 1.8 11.7 

登録種別 

登録博物館 164 29.3 28.7 17.7 35.4 9.8 16.5 2.4 9.1 

指定施設 60 38.3 23.3 21.7 26.7 8.3 16.7 0.0 16.7 

博物館類似施設 97 16.5 21.6 20.6 30.9 11.3 22.7 2.1 13.4 

館種別 

総合博物館 25 24.0 20.0 36.0 44.0 20.0 0.0 0.0 8.0 

美術博物館 199 22.6 30.2 16.6 33.2 9.0 32.7 3.0 15.6 

歴史博物館 74 33.8 18.9 20.3 28.4 10.8 0.0 0.0 5.4 

科学博物館 33 33.3 9.1 18.2 39.4 3.0 0.0 0.0 6.1 

設置者種別 

国（独立行政法人） 29 48.3 27.6 24.1 27.6 3.4 3.4 0.0 3.4 

都道府県 115 30.4 21.7 28.7 34.8 16.5 12.2 1.7 12.2 

政令指定都市・ 

特別区 
51 27.5 17.6 11.8 37.3 7.8 23.5 2.0 13.7 

市町村 76 23.7 30.3 11.8 27.6 5.3 19.7 0.0 11.8 

広域連合・行政組合 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 45 11.1 28.9 13.3 33.3 2.2 37.8 6.7 15.6 

民間企業 6 16.7 50.0 0.0 33.3 33.3 50.0 0.0 16.7 

個人 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 

その他 9 0.0 22.2 22.2 66.7 11.1 22.2 0.0 0.0 

運営形態 

地方公共団体の 

直営 
113 29.2 30.1 22.1 29.2 12.4 15.9 1.8 13.3 

地方独立行政法人 3 66.7 0.0 66.7 33.3 0.0 0.0 0.0 0.0 

指定管理者 92 18.5 18.5 15.2 39.1 8.7 22.8 1.1 14.1 

その他 16 43.8 12.5 25.0 43.8 12.5 6.3 0.0 6.3 

全職員数 

～20人 148 18.2 28.4 10.8 35.1 8.1 32.4 2.7 15.5 

21～40人 85 29.4 22.4 28.2 28.2 12.9 8.2 2.4 7.1 

41～60人 45 40.0 26.7 17.8 33.3 8.9 4.4 0.0 13.3 

61人以上 54 31.5 18.5 27.8 37.0 9.3 14.8 0.0 7.4 

法律の認知の 

有無 

認知有 223 31.4 25.6 21.1 31.8 10.8 16.6 1.8 11.2 

認知無 105 14.3 23.8 13.3 37.1 7.6 26.7 1.9 13.3 

計画の認知の 

有無 

認知有 207 30.0 27.1 20.8 34.3 10.6 18.4 1.9 10.6 

認知無 121 19.0 21.5 14.9 32.2 8.3 22.3 1.7 14.0 
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④-2主な対象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：スクールプログラムで来館した
特別支援学級の児童など 

（n＝332）

62.7 35.8 

0.3 

1.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.障害のある人・ない人の両方 2.障害のある人 3.その他 無回答
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事業の対象 

 

 

 

 

 

  

 

 

事
業
数 

障
害
の
あ
る
人
・
な
い
人
の
両
方 

障
害
の
あ
る
人 

そ
の
他 

全体 332 62.7 35.8 0.3 

登録種別 

登録博物館 164 56.7 42.1 0.6 

指定施設 60 75.0 20.0 0.0 

博物館類似施設 97 62.9 37.1 0.0 

館種別 

総合博物館 25 56.0 44.0 0.0 

美術博物館 199 66.8 31.7 0.5 

歴史博物館 74 51.4 48.6 0.0 

科学博物館 33 66.7 27.3 0.0 

設置者種別 

国（独立行政法人） 29 58.6 41.4 0.0 

都道府県 115 61.7 37.4 0.0 

政令指定都市・特別区 51 56.9 37.3 2.0 

市町村 76 72.4 26.3 0.0 

広域連合・行政組合 0 0.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 45 57.8 42.2 0.0 

民間企業 6 66.7 33.3 0.0 

個人 1 100.0 0.0 0.0 

その他 9 55.6 44.4 0.0 

運営形態 

地方公共団体の直営 113 64.6 33.6 0.9 

地方独立行政法人 3 33.3 0.0 0.0 

指定管理者 92 71.7 27.2 0.0 

その他 16 37.5 62.5 0.0 

全職員数 

～20人 148 68.2 31.1 0.0 

21～40人 85 56.5 40.0 0.0 

41～60人 45 60.0 40.0 0.0 

61人以上 54 59.3 38.9 1.9 

法律の認知の

有無 

認知有 223 60.5 38.6 0.4 

認知無 105 67.6 31.4 0.0 

計画の認知の

有無 

認知有 207 60.9 38.2 0.5 

認知無 121 66.1 33.1 0.0 
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④-3対象とする障害種別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：外出が困難な事情がある、難病、支援
学級・育成学級生徒、病弱児、認知症、

障害部位に特化していない、など 

(n=332)

身体障害（内部障害その他）

その他

身体障害（視覚障害）

知的障害

身体障害（肢体不自由）

ろう者・難聴者・中途失聴者

発達障害（学習障害を含む）

精神障害

55.4 

51.2 

47.9 

45.2 

41.0 

33.7 

32.2 

5.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

身体障害（視覚障害）

知的障害

身体障害（肢体不自由）

ろう者・難聴者・中途失聴者

発達障害（学習障害を含む）

精神障害

身体障害（内部障害その他）

その他
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障害の種別 

 

 

  

 

 

事
業
数 

身
体
障
害
（
肢
体
不
自
由
） 

身
体
障
害
（
視
覚
障
害
） 

ろ
う
者
・
難
聴
者
・
中
途
失
聴
者 

身
体
障
害
（
内
部
障
害
そ
の
他
） 

知
的
障
害 

精
神
障
害 

発
達
障
害
（
学
習
障
害
を
含
む
） 

そ
の
他 

全体 332 47.9 55.4 45.2 32.2 51.2 33.7 41.0 5.7 

登録種別 

登録博物館 164 47.0 57.3 41.5 31.1 51.2 31.7 38.4 3.7 

指定施設 60 46.7 58.3 53.3 33.3 46.7 43.3 45.0 8.3 

博物館類似施設 97 49.5 50.5 46.4 30.9 52.6 27.8 39.2 7.2 

館種別 

総合博物館 25 48.0 60.0 28.0 16.0 44.0 20.0 24.0 4.0 

美術博物館 199 52.3 58.3 44.2 38.2 57.8 42.2 48.2 7.0 

歴史博物館 74 40.5 58.1 52.7 24.3 43.2 21.6 31.1 2.7 

科学博物館 33 39.4 30.3 45.5 27.3 36.4 21.2 33.3 6.1 

設置者種別 

国（独立行政法人） 29 44.8 72.4 58.6 34.5 41.4 31.0 34.5 10.3 

都道府県 115 44.3 56.5 48.7 30.4 53.9 33.0 40.0 3.5 

政令指定都市・特別区 51 45.1 47.1 39.2 29.4 49.0 33.3 39.2 7.8 

市町村 76 38.2 60.5 43.4 30.3 46.1 30.3 40.8 6.6 

広域連合・行政組合 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 45 73.3 48.9 37.8 42.2 62.2 48.9 51.1 2.2 

民間企業 6 66.7 33.3 50.0 33.3 66.7 16.7 33.3 0.0 

個人 1 100.0 0.0 100.0 0.0 0.0 100.0 0.0 0.0 

その他 9 55.6 44.4 33.3 33.3 44.4 11.1 44.4 22.2 

運営形態 

地方公共団体の直営 113 43.4 61.1 44.2 28.3 46.9 31.9 40.7 4.4 

地方独立行政法人 3 33.3 66.7 33.3 33.3 33.3 0.0 33.3 33.3 

指定管理者 92 42.4 46.7 50.0 34.8 54.3 35.9 41.3 5.4 

その他 16 50.0 50.0 31.3 18.8 62.5 25.0 43.8 6.3 

全職員数 

～20人 148 53.4 50.7 45.3 35.1 58.8 41.2 47.3 6.8 

21～40人 85 44.7 60.0 42.4 29.4 42.4 24.7 29.4 2.4 

41～60人 45 51.1 66.7 64.4 33.3 53.3 35.6 44.4 6.7 

61人以上 54 35.2 51.9 33.3 27.8 42.6 25.9 38.9 7.4 

法律の認知

の有無 

認知有 223 48.0 57.8 45.7 31.8 53.4 36.3 43.0 4.9 

認知無 105 48.6 49.5 44.8 33.3 47.6 29.5 37.1 6.7 

計画の認知

の有無 

認知有 207 48.8 57.5 45.9 32.4 54.6 37.7 43.0 4.3 

認知無 121 47.1 51.2 44.6 32.2 46.3 28.1 38.0 7.4 
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④-4実施場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

その他：学校内の特別支援学級、全国の美術館・ギャラリー・百貨店催事スペース、

商業施設、店舗、図書館、市民文化会館、市民交流プラザ、公民館、公園、工
場、相手先団体の指定場所、SNS 上で実施した、ウェブサイト上で実施し
た、ＤＶＤを配布した、など 

(n=332)

その他

施設内

特別支援学校（盲学校・聾学校・養護学校等）

障害者福祉施設

高齢者福祉施設

病院、診療所

79.5 

16.9 

5.7 

1.5 

0.9 

7.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

施設内

特別支援学校（盲学校・聾学校・養護学校等）

障害者福祉施設

高齢者福祉施設

病院、診療所

その他
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実施場所 

 

 

 

   

 

事
業
数 

施
設
内 

特
別
支
援
学
校
（
（
盲
学
校
・
聾
学
校
・

養
護
学
校
等
） 

障
害
者
福
祉
施
設 

病
院
、
診
療
所 

高
齢
者
福
祉
施
設 

そ
の
他 

全体 332 79.5 16.9 5.7 0.9 1.5 7.2 

登録種別 

登録博物館 164 79.3 20.7 6.7 1.8 3.0 3.7 

指定施設 60 85.0 8.3 3.3 0.0 0.0 11.7 

博物館類似施設 97 76.3 16.5 6.2 0.0 0.0 10.3 

館種別 

総合博物館 25 68.0 32.0 0.0 4.0 0.0 8.0 

美術博物館 199 83.4 11.1 6.5 1.0 2.5 9.0 

歴史博物館 74 74.3 28.4 5.4 0.0 0.0 2.7 

科学博物館 33 75.8 15.2 6.1 0.0 0.0 6.1 

設置者種別 

国（独立行政法人） 29 89.7 10.3 0.0 0.0 0.0 10.3 

都道府県 115 74.8 29.6 6.1 0.9 0.9 1.7 

政令指定都市・特別区 51 86.3 7.8 2.0 0.0 0.0 9.8 

市町村 76 84.2 10.5 6.6 2.6 2.6 10.5 

広域連合・行政組合 0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 45 75.6 8.9 6.7 0.0 4.4 6.7 

民間企業 6 66.7 0.0 33.3 0.0 0.0 16.7 

個人 1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 

その他 9 66.7 33.3 11.1 0.0 0.0 11.1 

運営形態 

地方公共団体の直営 113 77.9 22.1 7.1 1.8 0.9 8.0 

地方独立行政法人 3 66.7 0.0 33.3 0.0 0.0 0.0 

指定管理者 92 84.8 15.2 1.1 0.0 0.0 5.4 

その他 16 81.3 12.5 12.5 0.0 6.3 6.3 

全職員数 

～20人 148 81.1 10.8 5.4 0.7 1.4 10.8 

21～40人 85 72.9 24.7 5.9 0.0 1.2 4.7 

41～60人 45 84.4 24.4 4.4 4.4 2.2 0.0 

61人以上 54 81.5 14.8 7.4 0.0 1.9 7.4 

法律の認知

の有無 

認知有 223 78.0 17.9 6.3 0.9 1.3 7.2 

認知無 105 82.9 15.2 3.8 1.0 1.9 7.6 

計画の認知

の有無 

認知有 207 77.8 18.4 6.3 1.0 1.4 6.8 

認知無 121 82.6 14.9 4.1 0.8 1.7 8.3 
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④-5実施年度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施年度 

  

 業事数 ２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度 

全体 332 43.1 36.1 49.4 68.7 

登録種別 

登録博物館 164 41.5 32.9 46.3 68.9 

指定施設 60 45.0 45.0 53.3 80.0 

博物館類似施設 97 43.3 34.0 49.5 63.9 

館種別 

総合博物館 25 36.0 32.0 44.0 76.0 

美術博物館 199 46.2 37.2 49.2 63.8 

歴史博物館 74 41.9 35.1 55.4 74.3 

科学博物館 33 33.3 33.3 39.4 78.8 

設置者 

種別 

国（独立行政法人） 29 31.0 41.4 51.7 62.1 

都道府県 115 41.7 39.1 51.3 70.4 

政令指定都市・特別区 51 58.8 45.1 45.1 66.7 

市町村 76 43.4 26.3 44.7 63.2 

広域連合・行政組合 0 0.0 0.0 0.0 0.0 

民間非営利法人 45 40.0 33.3 55.6 82.2 

民間企業 6 33.3 16.7 16.7 66.7 

個人 1 100.0 100.0 100.0 0.0 

その他 9 22.2 33.3 66.7 66.7 

運営形態 

地方公共団体の直営 113 50.4 34.5 46.9 69.0 

地方独立行政法人 3 0.0 0.0 0.0 100.0 

指定管理者 92 46.7 38.0 52.2 63.0 

その他 16 25.0 43.8 43.8 81.3 

全職員数 

～20人 148 45.9 37.2 52.0 63.5 

21～40人 85 34.1 31.8 42.4 68.2 

41～60人 45 44.4 33.3 53.3 82.2 

61人以上 54 48.1 42.6 50.0 72.2 

法律の認

知の有無 

認知有 223 41.3 37.7 48.4 67.3 

認知無 105 48.6 34.3 53.3 70.5 

計画の認

知の有無 

認知有 207 43.0 38.2 49.8 66.2 

認知無 121 44.6 33.9 50.4 71.9 

(n=332)

２０１９年度

２０２０年度

２０２１年度

２０２２年度

43.1 

36.1 

49.4 

68.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

２０１９年度

２０２０年度

２０２１年度

２０２２年度
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④-6事業の目的、工夫、連携先、課題 

事業を企画・実施したきっかけや目的・期待した成果 （回答数 322） ｎ＝ % 

障害のある人にも鑑賞・体験・学習の機会を提供するため（施設のユニバーサル・デ

ザイン化、アウトリーチの展開、デジタル化など） 
101 30.4 

障害者や特別支援学校・施設関係者などから要望があった／過去の事業でもらっ

た障害者の意見・声を受け止めた 
81 24.4 

障害のある人との交流や障害の社会への普及啓発、地域交流などにより共生社会

を推進するため 
76 22.9 

障害者の創造活動や制作された作品などの発表・販売活動を支援し、障害者の文

化芸術活動を振興するため 
33 9.9 

国や自治体の計画、指針、要請に応えるため（東京 2020 大会や国民文化祭その

他の国・自治体等のプロジェクトへの参加が目的のものを含む） 
30 9.0 

継続事業としてかねてから実施している 21 6.3 

障害者向け以外の目的（子供向け事業など）の事業で障害者への接遇をあわせて

実施した 
19 5.7 

新型コロナウイルス感染症対応が契機となって実施した 13 3.9 

障害者やその家族間の交流を支援するため 4 1.2 

 

実現するための事業の実施方法に関する工夫・特徴 （回答数 266） ｎ＝ ％ 

専門家、関係者を交えた事前打ち合わせ、連携を綿密に行った 66 24.8 

障害者向け資料の作成や特別解説を実施した（触図、音声ガイド、スライド、字幕、触

れるレプリカなど） 
53 19.9 

デジタル対応を行った（モニターやサイネージ機器の準備、スマホアプリの準備やウ

ェブサイト上での対応、オンライン実施、ロボットを使ったテレプレゼンス等） 
40 15.0 

バリアフリー対策や施設のアクセシビリティの強化を行った（車椅子からの動線・視

線などの事前確認と対応、磁器誘導ループ、付添や介助の実施など） 
34 12.8 

障害者向け広報を工夫した（関連機関などを通じた告知など） 20 7.5 

ボランティアを活用した（館のサポーター、手話サークルなど） 13 4.9 

障害の種別や程度に合わせた丁寧な対応を実施した 10 3.8 

それぞれの事業の内容に応じた個別の対応の実施 81 30.5 

特別な対応はしていない 6 2.3 
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連携先 （回答数 192） ｎ＝ ％ 

社会福祉法人・団体・施設・病院 67 34.9 

特別支援学校 39 20.3 

福祉系アート団体 22 11.5 

自治体福祉部署（直営福祉施設含む） 20 10.4 

自治体文化部署・教育部署（文化施設、自治体からの寄付による財団含む） 20 10.4 

大学 17 8.9 

県の障害者文化芸術支援センター 12 6.3 

一般企業 12 6.3 

他の美術館・博物館 11 5.7 

文化団体 11 5.7 

福祉関連企業 9 4.7 

マスコミ 5 2.6 

文化以外の地域団体 5 2.6 

国 3 1.6 

特別支援学校以外の学校 2 1.0 
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事業を実施した際の課題 （回答数 237） ｎ＝ ％ 

バリアフリーの整備や展示環境の維持などの課題（施設の混雑度合いや照明の問

題、さわれる展示の場合の展示物の保全、障害者の方の状態に合わせた進行など） 
38 15.2 

予算が取れない、財源が不足している 31 13.1 

事業の継続性、発展性に課題がある／事後検証ができていない 27 11.4 

広報が不足している、広報することが難しい 27 11.4 

障害の種別・程度に合わせた対応が難しい（情報保障を含む） 24 10.1 

人員が不足している、職員の手が回らない 22 9.3 

新型コロナウイルス感染症への対応が大変 18 7.6 

事前準備が難しい、時間がかかる 17 7.2 

障害者、関係者、福祉部署との連携面で課題がある 17 7.2 

集客や応募の確保・拡大が難しい 14 5.9 

職員の専門性が不足している、専門的な人材を育成する必要がある 13 5.5 

機器・アプリ・ネットワークなどデジタル面での不調や不備 12 5.1 

事業の規模や内容が不足している 6 2.5 

障害者以外の来館者、他部署、地域社会などに理解してもらうことが難しい 6 2.5 

ボランティアの不足 4 1.7 

そもそも事業内容面に課題があった 4 1.7 

他館と知見、ノウハウが共有できていない 1 0.4 

特に課題はなかった 2 0.8 
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（８）自由意見 

問 3-5 その他、障害者による文化芸術活動の推進や、他の共生社会に向けた取組について、御意見・御提

案などがあれば、御自由にお書きください。 

 

自由意見として 111件の回答を得た。このうち、意見や要望を記載した回答50件について、下記に内容の

一部を抜粋して掲載した。他の回答は、主に各施設の現状について記載したものとなっている。 

要望としては、補助金などの財政的な支援（施設改修費、額縁費や字幕作成費など具体的な経費への支

援）、情報面での支援（他施設での具体事例、各種のデータや資料、事例や資料をまとめて入手できるプラッ

トフォーム、意見交換が行える SNS など）、支援対象の拡大についての要望（一般の人と障害者双方を対象

とした事業への支援、科学博物館など美術館以外の施設が使いやすい支援、そもそも車椅子などが入れな

いような施設・事業現場にも寄り添った支援など）、指針の必要性、支援の仕組みの必要性などが挙げられて

いる。意見としては、共生社会を進めていきたいというものや、現状の問題点を指摘するものがあった。 

また、法律自体の美術館・博物館等への普及啓発をもっと拡大して欲しいという声もあった。 

 

内 容 館種別 設置者種別 

障害者、地域住民、子どもたち、外国人といった様々な方々に対応するた

めの技術的・資金的支援を充実させていただければ、誰一人として取り残

さない共生社会の実現に貢献できる博物館活動が可能となると思います。 

総合 
国（独立行政

法人） 

障害への理解を得、障害の有無にかかわらず場を共有し交流する役割をミ

ュージアムは果たせる手応えを得てきている。各地のミュージアムがその

ような役割を果たすことで、社会の変化へとつながればと希望している。 

総合 都道府県 

ケアを要する人たちが、当然のように文化施設にアクセスしやすい環境

を、ソフト面、ハード面において整備していくこと、またそれにまつわる

専門機関からのサポートが必要だと感じている。 

美術 
国（独立行政

法人 

職員向けの研修機会は必須であるし、社会の理解も必要だが、何より障害

の種類は多様で、通常とは違う手間や配慮があるため、専門的知見・経験

のある職員で構成する部署が必要。予算を確保できたとしても現状の体制

でできることではない。それはどの組織にも共通する課題ではないだろう

か。 

美術 
国（独立行政

法人） 

学校も障害者関連事業者も創作活動優位と思われるが、鑑賞領域の可能性

についてもっと理解を広めていきたい。 
美術 都道府県 

障害者の文化活動に関わる人たち（手話通訳者や団体）は高い専門性を要

するにも関わらず、この業務の収入が少なすぎるので、他の仕事と掛け持

ちをせねば生活できないため、充実に限界がある。 

美術 都道府県 

文化庁で研修会を開催したり、ガイドラインを作ったりしていただきたい

です。 
美術 都道府県 

学校の経費的な負担が軽減されるようなサポートをもち、インクルーシブ

教育の発想で行うワークショップのための助成金があると、美術館の取組

としても、提案や開催がしやすい。 

美術 都道府県 

支援学校卒業後の障がい者による文化芸術活動への参加は限られた状況

にあり、社会的支援が必要である。 
美術 都道府県 
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内 容 館種別 設置者種別 

障がいのある方にとって有効だと思われる「芸術鑑賞（創作も）ツール」

は、障がいがない人にとっても非常に有効である。 
美術 都道府県 

ハードルの低い美術鑑賞の常時提供を担保するには、サポートができる人

材育成と共にサポーターバンクのような組織組みなどソフトとシステム

構築でのフォロー体制の拡充が急務であると考える。 

美術 
政令指定都

市・特別区 

額装や展示・運搬にかかる費用の助成、絵具や画材の費用の助成、 

絵画を描ける環境整備への助成 

不登校児が平日の昼間に気軽に使える、アート療育の場の設置にかかる費

用の助成 

美術 
政令指定都

市・特別区 

国の方で障害者による文化芸術活動の推進を支える研修などをひんぱん

に行ってもらえたらうれしい。 
美術 市町村 

アーティストとして著名な方もいらっしゃるが、多くの方は、表現するこ

とが支えになっているがアーティストとして作品制作をしているわけで

はないため、作品発表の場が少ない、と聞いている。美術館が場として機

能できるよう、相談できる専門家がいれば助かる。 

美術 市町村 

議論は常に「分類」についてです。一般、障害者活動の場や展示場所、期

間まで違ってくるとなかなか真の交流が難しくなります。少しずつですが

分け隔てがなくなるような未来を目標として活動していきたいです。 

美術 市町村 

障害者による文化芸術活動を推進するために、まずそのきっかけづくりが

重要です。障害者である世界的に有名なアーティストの巡回展を地方中心

に行うことが良策だと思います。国立、県立ではなく地方の小規模博物館

などから発信することで注目度が増すと思います。 

美術 市町村 

障害のあるアーティストの作品収蔵に関する収蔵の基準事例などを知り

たい。障がいのある人ない人がどちらも出展する展覧会の在り方について

知りたい。 

美術 市町村 

障害を持つ方々が、どのようなことを美術館に求めているのか。障害によ

って様々だとは思いますが、具体的な内容を知る機会が欲しい。また、他

館で実施している比較的容易な対応事例を知りたい。 

美術 市町村 

どのような形で障害のある方の文化活動への参加を達成させていきたい

かなど基本的なビジョンを抱くための情報や機会が設けられる必要性を

感じる。他業種との意意見交換なども。 

美術 市町村 

現在まで（こちら側が把握できる範囲で）障害者の方の参加はほとんどな

い状態。実際に視覚、聴覚障害者の方などが講座に参加した場合の対応方

法などは今後の検討課題であり、その場合は外部の専門機関などの助言が

あれば心強い。特別展の場合、障害者割引の利用状況から障害者の方が来

館されていることは把握しているが、特に要望などは伺っていない。地域

社会における障害者の方たちの、施設に対しての潜在的な希望、要望など

共有できる場があればとよいと感じる。 

美術 市町村 

このようなアンケートの結果の公表を含め広く企画展やイベントを障害

者、健常者共に周知できる手法、特にＳＮＳを含めたデジタル技術を利用

したプラットフォームの作成が必要である。 

博物館、美術館側としては展示の高さ、車イスの通路の確保から始まる展

示公開の基準を設定し、障害者による文化芸術活動の推進や、他の共生社

会に向けた取組を進めるべき。 

美術 市町村 
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内 容 館種別 設置者種別 

障がいをもつ方々への支援は大切なことであるが、障がい者を含む仲間や

家族で来館するケースも多い。そういった健常者と障がい者が混在する形

の中で、障がいを持つ方も、健常者と同じくらい充実した時間を過ごして

もらうために、障がい者のみの鑑賞活動よりも、共生する自然な形で鑑賞

していただくための設定をどうしていくのかしっかりと考えていきたい。 

美術 市町村 

障害のある子どもたちとそうでない子どもたちが一緒になって、何十畳も

あるような巨大なキャンバス（板でも可）に、筆だけではなく、手や足、

全身をつかって、絵の具だらけになりながら、何かを合作する。完成した

ら、その作品を上からみんなでながめ、言葉や手話やボードなどを使って、

子どもたちが鑑賞型の対話をかわす。そんな光景を見たい、やってみたい。 

美術 市町村 

まずは、一般の方・障害のある方どちらにも対応できる、ハードルの低い

工夫の指針などが具体的にあると助かる。障害といっても種類も重さも人

それぞれなので、当館のような小さな館は、まずはユニバーサルデザイン

的なことを考えたい。 

美術 市町村 

福祉施設の方のお話を聞くと、作品展を開催した場合、必ず事業名に「障

がい者による」という冠がついてしまうと言います。特に芸術に関しては

障がいの有無に関係なく素晴らしい作品が生まれる可能性があるにもか

かわらず、作品展名によって見る前にフィルターがかかり、文化芸術活動

に支障があると考えられます。おそらく補助金も関係しているため、「障

がい者」がタイトルにないと不正受給につながるのかもしれませんが、何

か別の方法で鑑賞する側には事前に知らせなくてもよいシステムがない

でしょうか。作品を見た人たちに判断できる仕組みが求められると思いま

す。 

美術 市町村 

制作活動などの様子が分かる動画（YouTube など）が、手軽に視聴できる

とありがたいです。 
美術 

広域連合・行

政組合 

「障害者のため」と特化しないといけない状態が悲しいと思います。「障

害者」とアンケートではくくっていますが、当館では高齢のお客様も多く、

特に障害者手帳をお持ちでなくても、視力が落ちていたり、足が不自由な

方もたくさんいらっしゃいます。職員は出来る限りのお手伝いを、お客様

には個別にさせていただいております。車いすで入る施設設備がなければ

障害者が利用・参加しやすくなる事業・取組をしていないことになると言

っているようにこのアンケートは感じられます。障害者だけでなく、区別

なく、すべての人に平等に芸術を楽しんでいただける社会を推進していけ

るよう私たちは努力していきたいと考えています。 

美術 
民間非営利法

人 

「芸術的価値」のある作品や創作物だけでなく、障害のある人たちの日常

の暮らしや感性のあり方を反映しているような表現をひろく共有するこ

とをねらいとする活動への支援もしていただきたいと思います。 

美術 
民間非営利法

人 

情報はもっと欲しいと思うので、研修や鑑賞者向けプログラム、好事例や

補助金などの情報がまとまった広報物がメールマガジンなどがあればあ

りがたいです。 

美術 
民間非営利法

人 

博物館、美術館の展示において、障害者の方限定の開放日を月 1 回でも良

いので設ける事。そういった事が展示事業を行う上で当たり前になる事。 
美術 

民間非営利法

人 

「学習指導要領に盛り込んでほしい」とまでは言わないまでも、「確かな

学力」に示された「思考力・判断力・表現力」とともに、ぜひ「鑑賞力」
美術 

民間非営利法

人 
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内 容 館種別 設置者種別 

という観点からのアプローチもご検討いただきたい。抽象的概念の理解と

いう学校教育における最も核心的な分野での取組として無駄ではないと

思われます。要は、「アートをより身近なものに」ということですが、障

害の有無にかかわらず、獲得しうる能力として重要であり、文化芸術の裾

野を広げる要素ではないでしょうか。 

近年、多くの美術館が多様性や SDGs を基盤とした取組をしており、各種

報告書などを出来るだけ把握したいと思っている。加えて対面での活動報

告会のようなものを実施していただけたらありがたい。 

美術 
民間非営利法

人 

自閉症の画家の展覧会を開催するにあたり、どのように進めていけば良い

のか、その知識や実務に係る部分を知れるような研修会の機会があれば参

加してみたいと思います。 

美術 
民間非営利法

人 

障害者による文化芸術活動の推進に関する法律についても、博物館法の改

正のように、周知活動を多くしていただけるとありがたいと存じます。 
美術 

民間非営利法

人 

オンライン予約システムを導入したところ、利用者から難聴でイベントへ

の電話申し込みが難しかったので助かるという意見をいただいた。他館で

もそのような事例があれば解決策を含めて共有できればよりよい運営が

できると思われる。 

また、ミュージアムショップでグッズの販売をしたい、というようなこと

を提案しても、アーティストが個人であった場合、インボイス制度のため

取引が煩雑となることが予想される。そのためアーティストの権利の保護

はもちろん、ミュージアムショップの取引が簡易になるような代理の組織

があればよいのではないかと考える。 

美術 
民間非営利法

人 

ハードも大切ではございますが、美術館は個人の感動が基本になる為、他

の施設よりもソフト面での対応が重要になるかと思われます。その問題意

識を常に共有できる SNS 上のプラットホームが欲しいと思います。 

美術 民間企業 

芸術を広める側（美術館）と、制作する側（障害を持った方々）とのマッ

チングできる仕組みがあると良いかもしれません。興味はあるので、小さ

な個人美術館でも取り組める良い例があるならば、知りたいです。 

美術 個人 

特別支援学校へのアウトリーチでは、普通学級と同様に、学習目的と児童

生徒の実態に合わせた学びを提供しています。社会包摂や共生社会に向け

た取組とするのであれば、共に学ぶ機会の提供も支援いただけるとありが

たいと思います。 

歴史 都道府県 

他館の取組状況を知るための事例報告会、意見交換会などの開催が望まれ

る。 
歴史 都道府県 

取組結果以外に、開催にいたるまでのプロセスがわかるような事例があれ

ば、複数示して欲しい（障害者団体の要望有無、開催にあたっての補助金

の有無、連携先など）。 

歴史 都道府県 

旅行代理店など団体旅行を企画する業者にも、取組を周知してほしい。 歴史 都道府県 

障がい者が博物館を十分楽しめるように、ハード面はもとよりサポート体

制の充実の必要。特に指定管理者等においては当面の仕様達成のためにリ

ソースを割かねばならず、補助金や目的資金のような形で、当該活動の推

進のための資金・人材などを充当することが推進には必要。 

歴史 
政令指定都

市・特別区 

小さいノウハウ（例えば蓄光テープで避難路を分かりやすくとか、エレベ

ーターに聴覚障害者が閉じ込められたらなど）を共有できる場を整備して
歴史 市町村 
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内 容 館種別 設置者種別 

ほしい。文化施設への障がい者雇用が拡大するような補助金もあればい

い。 

研修会等あれば職員を出席させる等考えています。情報提供いただけたら

幸いです。 
歴史 市町村 

施設紹介の説明ビデオに字幕を入れることも検討しており、このような事

業に補助があれば活用したい。 
歴史 非営利法人 

館内設備修復の補助金の充実。 歴史 民間企業 

理想論としてはミュージアムはすべての人に開かれているべきであるが、

現実までのハードルは高い。また、物理的に対応できない障害もある（ex.

視覚障害のある方は彫刻に触れることはできても、絵画を『観る』ことは

不可能）ので、そういった場合はどこまでの対応が求められているのかが

わからない。 

科学 
政令指定都

市・特別区 

自然科学系博物館への障害者文化芸術推進法による支援メニューがほぼ

届かない現状にある。多様化、拡大が必要と考える。 
科学 

政令指定都

市・特別区 

博物館等に障がいのある方々が来館しやすくなる環境をより一層構築す

るために、各館独自の取組だけでなく、様々な他館の取組を一元化する情

報源があればよい。 

科学 市町村 
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第２章 美術館等へのヒアリング調査 

 

１．調査概要 

（１）調査目的 

文部科学省及び厚生労働省では、令和５年３月に計画を策定している。 

本調査は、障害者による文化芸術活動の推進に向け、美術館等における障害者による文化芸術活動に関

する取組の普及・促進を図るため、各施設が取り組むにあたって参考となる事例を収集するとともに、分かり

やすい形でとりまとめ、発信することを目的とした。 

 

（２）調査内容 

・障害者による文化芸術活動に係る事業・取組のきっかけや目的、期待した成果 

・事業・取組を実現するための実施方法に関する工夫・特徴（特に重要だと考えるポイント、苦労した点や工夫

が必要になった点、他施設にも勧めたい取組など） 

・事業・取組の実施に当たり、相談した相手、参考にした研修・事例など、知見やノウハウ、ヒントをどのように

して得たか 

・事業・取組を行った上での課題や気づき、想定外の成果、職員の意識の変化など 

 

（３）調査対象 

デスクリサーチ及び専門家ヒアリング、アンケート調査結果等から、全国の施設の参考となる特色のある取

組を行っている 10施設を選定。 

 

（４）調査期間 

令和 5年 12月 4日（月）～令和 5年 12月 26日（火） 

 

（５）調査方法 

調査員が対象館に出向き、ヒアリング調査を実施。 

一部の館については、Zoomによるオンラインでのヒアリングを実施。 
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２．調査対象 

（都道府県コード順） 

施設名 所在地／設置団体 実施事業概要 

はじまりの美術館 福島県耶麻郡猪苗代

町／社会福祉法人安

積愛育園 

・2017年度から福島県の委託で福島県障害がい者芸術作

品展「きになる⇆ひょうげん」（公募展）を継続実施してい

る。 

・2020年からは、同展に連動し、作品を地域の店舗に展示

する「きになる⇆まちなか美術館」を実施している。 

横須賀美術館 神奈川県横須賀市／ 

横須賀市 

・2008年度から継続事業として障害の種類に関わらず参加

可能な、障害児とその家族を対象としたワークショップ「障

害児のためのワークショップ『みんなのアトリエ』」を実施し

ている。 

・2019、20、21年度には、成人の障害者が美術館で創作活

動を楽しめ、障害者施設の職員もその様子を体験すること

ができる「福祉とアートが出会うとき」事業と、点字図書館

に出張し触察画や音声ガイドなどを用いて視覚障害者に

絵画を鑑賞してもらう「視覚障害者のための出張鑑賞会」

を実施。 

新潟県立歴史博物

館 

新潟県長岡市／ 

新潟県 

・2019年度から全国の「障害」に関わる歴史資料について

「モノ」と「ヒト」に焦点をあて、人が「障害」とどのように向き

合ってきたのかというテーマで歴史をひも解く展示事業

『守れ！文化財～「障害」をめぐるモノとヒトに光を灯す～』

を実施。 

・2019、20、21年度には、国指定重要文化財「京都盲唖院

文化財」を活用したワークショップ「障害者施設を利用する

障害者のためのワークショップ『福祉とアートが出会うと

き』」を実施。 

長野県立美術館 長野県長野市／ 

長野県 

・2019年度から継続事業として県内の小・中・高・特別支援

学校の児童生徒と先生を対象としたスクールプログラムと

して出張講座、館内での鑑賞プログラムを実施。 

・2021年度から継続事業として障害のある方も安心して美

術館に訪れることができるように休館日に展覧会が鑑賞で

きる「障がいのある方のための特別鑑賞日」を実施。 

・2021年度から継続事業として視覚障害のある方とない方

が、一緒に展示室で対話による鑑賞を行うプログラム「『み

る』を考える－見えない人と見える人が一緒にみるために」

を実施。 

多治見市美濃焼ミ

ュージアム 

岐阜県多治見市／ 

多治見市 

・2021年度に TASCぎふが行った「tomoniアートのフェス

ティバル 2021」の一環として岐阜県在住の障害者 37名が

創作した陶芸を中心とした作品を展示する「アール・ブリュ

ットMINO+」事業を実施。あわせて来館者が参加できる

ワークショップや、市内の生活介護事業所による音楽ステ

ージなどのイベントも実施した。 

・その他、茶碗など、本物を掌に抱いて鑑賞する「特別鑑賞

会」での特別支援学校受け入れなどを定常的に実施。 
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施設名 所在地／設置団体 実施事業概要 

滋賀県立美術館 滋賀県大津市／ 

滋賀県 

・2017年度から継続的にアール・ブリュットの作品の収蔵事

業を実施。 

・2021年度にはアール・ブリュットにフォーカスした企画展

「人間の才能生みだすことと生きること」を実施するととも

に、日本を代表するアール・ブリュットの作家のひとりであ

る澤田真一の作品のレプリカ（触って鑑賞できるもの）を設

置。 

・2022年度よりエントランスに信楽焼と障害のある作家によ

る「信楽焼×アール・ブリュット」の二人展を常設的に展示

する事業を継続実施。 

大阪市立自然史博

物館 

大阪府大阪市／ 

大阪市 

・2022年度に博物館がすべての人々が学び楽しむ場となれ

るようプログラムや利用環境整備の工夫の試行、博物館職

員向けの研修会などを近隣の美術館・博物館や障害者ス

ポーツセンター等と連携して行う「M3（Motto Minnano 

Museum）プロジェクト」事業を実施。 

鳥取県立バリアフリ

ー美術館 

オンライン美術館／ 

鳥取県 

・県内の障害のある作家たちの作品を掘り起こし、美術館に

行けない人たちのアクセシビリティの向上を図ることを目的

とした都道府県初のオンライン美術館。 

徳島県立近代美術

館 

徳島県徳島市／ 

徳島県 

・2018年度からユニバーサル美術館展シリーズを継続実

施。2019年度は障害のある人、ない人同士が感想や解釈

を伝えあう交流型の展覧会を、2020年度は車椅子利用者

や歩行が困難な人も楽しめる多様な視線から作品鑑賞で

きる展覧会を実施。 

・上記に合わせ、視覚・聴覚に障害のある人も含む美術館の

サポーターがナビゲーターとなって障害の垣根を越えて交

流する「あの手この手で交流トーク」を実施。 

九州国立博物館 福岡県太宰府市／ 

独立行政法人国立文

化財機構 

・2019年度に閉館後視聴覚障害者が特別展を観覧する「視

覚障害者向け観覧ツアー」を実施。2022年度より継続実

施している「視覚障害者向けバックヤードツアー」、「模型

de博物館たんけん隊」へと発展させた。 

・2020年度からは展示作品のレプリカや模型に触って、重

さや形を感じたり、音を鳴らしたりすることができる「本物

のひみつ」展示事業を継続実施。 

・その他、スマートフォンアプリでの音声ガイド実施など多様

なアクセシビリティ対策を実施。 
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３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） はじまりの美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） はじまりの美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 横須賀美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 横須賀美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 横須賀美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 新潟県立歴史博物館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 新潟県立歴史博物館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 新潟県立歴史博物館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 長野県立美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 長野県立美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 長野県立美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 長野県立美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 多治見市美濃焼ミュージアム 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 多治見市美濃焼ミュージアム 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 滋賀県立美術館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続き）ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 滋賀県立美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 滋賀県立美術館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（PDFをウェブサイトに掲載） 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 滋賀県立美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 大阪市立自然史博物館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 大阪市立自然史博物館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 鳥取県立バリアフリー美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 鳥取県立バリアフリー美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 徳島県立近代美術館 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（続き）ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 徳島県立近代美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 徳島県立近代美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 徳島県立近代美術館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 九州国立博物館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 九州国立博物館 
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（続き）３．ヒアリング調査結果（PDFをウェブサイトに掲載） 九州国立博物館 
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第３章 結果概要と調査研究チームの考察 
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第３章 結果概要と調査研究チームの考察 

 

１．文化施設における共生社会の実現に資する取組の実態を把握するための調査（アン

ケート調査）の結果 

（１）政策について 

▶担当職員における法律の認知は 46.8％、計画の認知は 41.3％である。 

▶法律・計画ともに、認知については、設置者種別、施設職員数別の差が大きい。 

 

回答対象施設において、「障害者が利用・参加しやすくなる事業・取組を担当する職員」における法律

の認知度は 46.8％、計画の認知度は 41.3%である。また、法律を認知している施設の 86.4％で計画

を認知していると回答している。 

法律の認知についての設置者種別の回答率をみると、国（独立行政法人）で 67.7％、都道府県で

59.9％。また、施設職員数別では、20 人以下で 42.5％と平均以下の認知率になっているのに対し、

61人以上の大規模館では認知率が 63.6％と６割を超す。 

計画の認知についても同様の傾向となっており、国（独立行政法人）で64.5％、都道府県で56.1％、

施設職員数別では、20人以下 37.7％に対し、61人以上では 59.1％と高い。 

 

（２）障害者の来館促進に向けた施設の対応について 

▶施設を円滑に利用できるようにする取組としては、「施設設備」と「展示に関しての配慮」の実施比率が

高い。 

▶障害についての理解等に係る職員の研修は、行っていない施設が全体の３分の２を占める。比較的実

施率が高いのは「障害者への対応・接遇についての研修」である。実施主体としては、都道府県と自館、

市区町村が主なものとなっている。 

▶施設の利用や事業の企画・運営等についての障害者からの意見聞き取りについては、６割弱が「何もし

ていない・わからない」と回答している。比較的実施率が高いのは「障害者や障害者団体・施設等と懇

談やヒアリング、意見交換を行う場を設定」である。 

▶施設の中に福祉について知識や経験のある職員がいるかについては「いない・わからない」という回答

が７割弱となっている。比較的多いのは「福祉関連事業所、地方公共団体等の福祉関連部署に勤務し

ていた職員」である。 

 

〈障害者が施設を円滑に利用できるようにするための取組〉 

「施設設備（障害者等用駐車場、バリアフリートイレ（多機能トイレ、多目的トイレ）、点字誘導ブロック、

スロープ等）」の実施率が 88.4％ともっとも高く、ついで「展示に関しての配慮（音声ガイド、字幕、車

いすの導線確保、資料へのルビ等）」の 50.0%となっている。「施設案内表示」は 38.7%、「施設ホー

ムページ等で、障害者が施設を利用する前に知りたい情報について発信している」は 31.7％、「施設

内での機器、支援用具」は 26.5%、「障害者に対する対応・接遇等についての施設としての考え方や
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ガイドライン等」は 15.2％となっており、施設自体のハードの整備に比較すると実施率が低い。 

〈職員研修〉 

職員研修は 66.6％が実施していないが、「障害者への対応・接遇についての研修」（17.8％）、「障

害についての理解、障害者の権利に関する研修」（15.5％）については比較的実施率が高く、基本的

な接遇や知識に限っては一部施設で研修が進んでいる状況にある。研修の実施主体をみると、自館

が 33.0％、都道府県が 33.9％、市区町村が 25.0％となっている。 

〈障害者からの聞き取り〉 

障害者からの聞き取りについても 59.5％が実施していない。比較的実施割合が多いのは「障害者

や障害者団体・施設等と懇談やヒアリング、意見交換を行う場を設定」の 13.8%と、「疑問に思ったこ

とを随時、普段つながりのある障害者に相談」の 11.6%である。施設内に福祉について知識や経験の

ある職員については、全体の 69.6%がいないと回答している。比較的多いのは「福祉関連事業所、

地方公共団体等の福祉関連部署に勤務していた職員」の 16.0%である。 

 

（３）主に障害者を対象とした事業の取組状況 

▶障害者を対象とした事業の実施状況は、2019年度以降実施が 27.5％。2018年度以前には「実施し

たことがある」が 8.2％、「実施したことはない」が 62.1％となった。 

▶実施内容では、「障害者の創造機会の拡大等に向けた施設内での教育普及活動」と「障害者の鑑賞機

会の拡大等に向けた常設展における展示内容等に係る見直し・工夫」が、ともに３割台の回答となって

おり比較的多い。 

▶事業を実施していない理由としては「人員・体制が充分でない」という回答がもっとも多いが、ついで

「障害の有無に関わらず幅広い人を対象としているから」という理由も挙げられている。 

▶障害者を対象とした時に必要なサポートとしては「他の施設等における好事例・ノウハウ」がもっとも多

く、ついで「職員研修」、「補助金」、「専門家や支援団体、相談窓口等」と続いているが、回答率に６割強

から５割弱までと大きな差はなく、いずれのサポートも必要とされている。 

▶事業実施において連携している機関・団体については、「ない」が６割弱と多い。連携先として比較的多

いのは「特別支援学校・学級・教育委員会」となっている。 

 

〈主に障害者を対象とした事業の実施割合〉 

「2022 年度までに実施したことはない」が 62.1%と多くを占める。一方、実施した割合をみると

「2019年度から 2022年度の間に実施したことがある」27.5%、「2019 年度から 2022 年度の間

は実施していないが、2018 年度以前に実施したことがある」8.2%となっており、比較的近年に実施

した施設の方が多い。2019 年度以降に実施したという回答の比率が高いのは、国や都道府県の設

置施設で、それぞれ実施割合が 45.2％、40.8％となっている。また、職員数が 40 人以上の施設も

実施割合が５割以上、法律や計画を認知している施設も、平均より１割程度実施率が高い。 

 

〈事業内容〉 

事業内容で多かったのは、「障害者の創造機会の拡大等に向けた施設内での教育普及活動（施設

内でのワークショップ、体験会など）」の 36.0%と「障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた常設展にお
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ける展示内容等に係る見直し・工夫」の 35.6%で、ついで「障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた企

画展等の開催」28.0%、「障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動」25.8%、「障害者の

鑑賞機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活動（アウトリーチ活動、巡回展示、移動博物館な

ど）」20.0%となっている。館種別でみると、総合・歴史・科学博物館で「教育普及活動」の回答が多い

のに対し、美術博物館では「障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動」という回答が多い。

また、事業を実施していない理由としては「人員体制が充分でない」17.2％、「障害の有無に関わらず

幅広い人を対象としているから」11.4％、「専門人材がいない・職員の知識不足」9.8％、「予算不足」

7.9％、「施設自体に問題がある(スペースがない・環境が整っていないなど)」6.7％、「ノウハウがな

い」6.0％などを挙げる施設が多い。 

〈事業実施に必要なサポート〉 

事業実施に必要なサポートとしては「他の施設等における好事例・ノウハウ」62.5%、「職員が、事

業についてのスキル（ノウハウや情報を含む）を身に付けるための研修等」55.6%、「事業の実施など

に活用可能な補助金」51.0%、「事業の企画や実施に必要な知識や経験を持った専門家や支援団体、

相談窓口等」48.4%となっており、いずれも多くの施設が必要と回答している。研修内容としては、基

本スキルに加え、具体的な展示手法や補助金の申請方法などを求める声があった。また、オンラインで

の開催、国や自治体など行政主体での開催を求める意見も比較的多い。専門家や支援団体等につい

ては、現地まで来てアドバイスして欲しい、障害者団体や関係者とのつながりが欲しいという回答があ

る。補助金については施設のバリアフリー化、障害者向けの事業費、障害者が利用しやすい設備・機

器・制作物費用に関するものが多く要望されている。事例については、自施設と同様のジャンル、同規

模の施設での事例をウェブなどで手軽に見られるようにして欲しいという声が多い。 

〈連携している他の施設・機関〉 

事業実施に当たっての連携については「連携している組織・機関はない」という回答が 57.8%と過

半を占める。実際に連携している組織としては「特別支援学校・学級・教育委員会」17.7％、「住民団

体以外の非営利活動法人、団体（社会福祉協議会、社団、NPO、任意団体など）」13.9%、「地方公共

団体の福祉担当部署」10.8％、「福祉施設（障害福祉サービス事業所等）」10.0%が比較的多く、福

祉関係の団体が中心である。連携が比較的進んでいるのは、設置者種別では都道府県、政令指定都

市・特別区、職員数では 41人以上、法律や計画の認知がある施設である。 

 

（４）代表的な事業の内容 

▶障害者を主要な対象とした代表的な事業として、全体で、332 事業について回答があった。内容的に

多いのは「施設内での教育普及活動」で３割以上となっており、ついで「常設展における展示内容等に

係る見直し・工夫」、「鑑賞機会の拡大等に向けた企画展等」が２割台で続く。 

▶事業の対象は「障害のある人・ない人双方」が６割強、「障害のある人」が３割台半ばである。 

▶対象とする障害種別としては、「視覚障害」が５割台半ばでもっとも多く、ついで「知的障害」の５割強、

「肢体不自由」、「ろう者・難聴者・中途失聴者」などと続く。 

▶実施場所は「施設内」が８割弱でもっとも多く、ついでかなり離れて「特別支援学校」の２割弱となってい

る。 

▶実施年度は 2022年度という回答比率が７割弱と高く、2021年度、2019年度、2020年度と続く。 
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▶事業の目的や成果としては「障害のある人にも鑑賞・体験・学習の機会を提供する」という回答が３割

強あり、「障害者や関係者からの要望」、「共生社会の推進のため」などと続いている。事業の工夫では

「専門家、関係者との事前の打ち合わせ、連携」が２割台あり、ついで「障害者向けの資料（触図など）の

作成他」、「デジタル対応」となる。連携先は「社会福祉法人・団体・施設・病院」が３割台でもっとも多く、

「特別支援学校」、「福祉系アート団体」が続く。課題としては「バリアフリーの整備や展示環境の維持」、

「予算が取れない、財源が不足」、「事業の継続性、発展性に課題」、「広報が不足している、広報するこ

とが難しい」などが多い。 

 

〈事業の内容〉 

回答のあった 332 件の事業の内容としては、「障害者の創造機会の拡大等に向けた施設内での教

育普及活動（施設内でのワークショップ、体験会など）」が 33.4％でもっとも多く、ついで「障害者の鑑

賞機会の拡大等に向けた常設展における展示内容等に係る見直し・工夫」26.2％、「障害者の鑑賞機

会の拡大等に向けた企画展等の開催」25.0%。「障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動」

19.6%、「障害者の鑑賞機会の拡大等に向けた施設外での教育普及活動（アウトリーチ活動）」

19.0%などとなっている。館種別にみると、総合博物館では「施設内での教育普及活動」、「施設外で

の教育普及活動」などが、美術博物館では「障害者の発表機会の確保に向けた作品の展示活動」（一

番多いのは「施設内での教育普及活動」）が、歴史博物館と科学博物館（一番多いのは「施設内での

教育普及活動」）では「常設展における展示内容等に係る見直し・工夫」が多い。 

〈主な対象〉 

事業の主な対象は「障害のある人・ない人の両方」という回答が 62.7％と多く、「障害のある人」の

35.8％を大きく上回る。対象とする障害種別としては、「視覚障害」55.4％、「知的障害」51.2％、「肢

体不自由」47.9％、「ろう者・難聴者・中途失聴者」45.2％、「発達障害（学習障害を含む）」41.0％、

「精神障害」33.7％、「身体障害（内部障害その他）」32.2％となっており、視覚障害と知的障害が若

干多い。実施場所としては、「施設内」が 79.5％と殆どを占めるが、「特別支援学校（盲学校・聾学校・

養護学校等）」も 16.9％ある。事業の実施年度は「2022 年度」が 68.7％でもっとも多く、ついで

「2021年度」の 49.4％、「2019年度」の 43.1％、「2020年度」の 36.1％となっている。 

〈事業の目的や成果〉 

事業を企画・実施したきっかけや目的・期待した成果についての自由記述回答としては、「障害のあ

る人にも鑑賞・体験・学習の機会を提供するため（施設のユニバーサル・デザイン化、アウトリーチの展

開、デジタル化など）」が 30.4％ともっとも多く、ついで「障害者や特別支援学校・施設関係者などか

ら要望があった／過去の事業でもらった障害者の意見・声を受け止めた」の 24.4％、「共生社会の推

進」の 22.9％となっている。法律を含む「国・自治体の指針や要請への対応」は 9.0％である。 

〈事業実施上の工夫〉 

事業実施上の工夫としては「専門家、関係者を交えた事前打ち合わせ、連携を綿密に行った」という

回答が 24.8％ともっとも多く、事前準備の重要性をうかがわせる。その他「触図などの障害者向けの

資料作成や特別解説の実施」が 19.9％、「デジタル対応（モニターやサイネージ機器の準備、スマホア

プリの準備やウェブサイト上での対応、オンライン実施、ロボットを使ったテレプレゼンス等）」が

15.0％、「バリアフリー対応（車椅子からの動線・視線などの事前確認と対応、磁器誘導ループ、付添
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や介助の実施など）」が 12.8％と続いている。 

〈外部機関との連携〉 

外部の連携先では「社会福祉法人・団体・施設・病院」（34.9％）、「特別支援学校」（20.3％）、「福

祉系アート団体（障害者の文化芸術活動を支援している団体やアール・ブリュットの団体など）」

（11.5％）が上位に並んでおり、事業実施において障害者系の施設や団体との連携の重要性がわかる

結果となった。 

〈事業を実施した際の課題〉 

課題としては、「予算・財源」の 13.1％より、実際の事業現場での「バリアフリーの整備や展示環境

の維持など（触れる展示での展示物の破損防止を含む）」という回答の方が 15.2％と多い。また「事業

の継続や発展が課題／そのための事後検証ができていない」と「障害者への広報が課題」という回答

がともに 11.4％で並ぶ結果となった。 

 

（５）自由意見 

▶自由意見にあった要望としては、補助金などの財政的な支援、事例その他の情報面での支援、支援の

対象の拡大、指針の必要性、支援の仕組みの必要性などがある。 

▶意見としては、共生社会を進めていきたいというものや、現状の問題点を指摘するものがあった。 

▶法律や計画等の周知をもっと進めて欲しいという声も聞かれた。 

 

自由意見として 111 件の回答を得た。このうち、意見や要望を記載した回答は 50 件である（他は施

設や事業の現状を説明したものや、人員・予算体制が取れない、そもそもバリアフリーにできる施設条件

ではないなど障害者の利用を促進しにくい状況を述べたものなど）。要望としては、補助金などの財政的

な支援、情報面での支援、支援対象の拡大についての要望、指針の必要性、支援の仕組みの必要性な

どがある。 

〈補助金などの財政的な支援〉 

「補助金などの財政的な支援」としては、障害者事業全体の資金・人材に充当する目的資金、特別

支援学校側の負担も減る助成金、額装や展示・運搬などの補助金、アート療育のための補助金、館内設

備修復の補助金、文化施設への障害者雇用が拡大するような補助金、字幕制作費などの回答があった。 

〈情報面での支援〉 

「情報面での支援」としては、様々な他館の取組を一元化する情報源、研修や鑑賞者向けプログラ

ム・好事例や補助金などの情報がまとまったメールマガジン、小さいノウハウの共有、開催にいたるま

でのプロセスがわかる事例、比較的簡単に対応できる事例、問題意識を共有できるSNSのプラットフ

ォーム、関連の各種報告書、対面での活動報告会、国による研修、制作活動などの様子が分かる

YouTube教材、地域社会における障害者の方たちの施設に対しての潜在的な希望・要望など共有で

きる場、専門機関からのサポート、他業種との意見交換、障害のあるアーティストの作品収蔵に関する

収蔵の基準となる事例、などが挙げられている。 

〈支援の対象の拡大〉 

「支援の対象の拡大」については、支援学校卒業後の障害者による文化芸術活動への参加への支援、

芸術的価値のある作品だけでなく障害のある人たちの日常の暮らしや感性のあり方を反映している表現へ



93 

の支援、特別支援学級と普通学級が共に学ぶ機会の支援、自然科学系博物館への障害者文化芸術推進

法による支援メニューの拡充などが挙げられている。「指針の必要性」としては、文化庁でガイドラインを作

ってほしい、展示の高さや車イスの通路の確保などの展示公開の基準、一般の方・障害のある方どちらにも

対応できるハードルの低い工夫の指針、学校教育における指針として「思考力・判断力・表現力」に「鑑賞力」

を加えて欲しいなどの回答があった。また、「支援の仕組み」としては、芸術を広める側（美術館）と、制作す

る側（障害のある方々）とのマッチングできる仕組み、障害者の作品などのミュージアムショップの取引が簡

易になるような代理の組織、広く企画展やイベントを障害者、健常者共に周知できる手法、特にＳＮＳを含

めたデジタル技術を利用した、サポーターバンクのようなソフトとシステム構築でのフォロー体制などへの要

望があった。 

〈要望以外の意見〉 

要望以外の意見としては、共生社会を進めていきたいという施設の姿勢を示したもの（「障害への

理解を得、障害の有無にかかわらず場を共有し交流する役割をミュージアムは果たせる手応えを得て

きている。各地のミュージアムがそのような役割を果たすことで、社会の変化へとつながればと希望し

ている」、「議論は常に『分類』について。少しずつでも分け隔てがなくなるような未来を目標として活動

していきたい」、「障害のある子どもたちとそうでない子どもたちが合作し、鑑賞型の対話を交わす光

景が見たい」）などとともに、現状の問題点を指摘する意見（「障害者の文化活動に関わる人たち（手話

通訳者や団体）は高い専門性を要するにも関わらず、この業務の収入が少なすぎる」、「作品展を開催

した場合必ず事業名に『障がい者による』という冠がついてしまう。障がいの有無に関係なく素晴らし

い作品が生まれる可能性があるにもかかわらず、作品展名によって見る前にフィルターがかかり、文

化芸術活動に支障がある」、「『障害者のため』と特化しないといけない状態が悲しい」など）があった。 

上記に加え、「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律についても、博物館法の改正のよう

に、周知活動を多くして欲しい」、「旅行代理店など団体旅行を企画する業者にも、取組を周知してほ

しい」など、法律や計画の周知をもっと行って欲しいという意見も見られた。 
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２．美術館等へのヒアリング調査の結果 

（１）事業実施の契機、目的 

▶事業実施の契機としては、施設の設置団体・自治体の方針がまずあったことを回答している団体が多

い。ただし職員の気付きから始まったという施設もある。 

▶個別の事業については、外部の事業や助成金などが具体的なきっかけとなっているケースも多い。 

 

〈自治体などの方針や指示等〉 

事業実施の契機として自治体などの方針や指示等を挙げている施設が多い。例えば、横須賀美術館

では、美術館の建設段階で寄せられた市民の声をもとに開館時点で「福祉活動の展開『すべての人に開

かれた美術館』」という教育普及活動の方針を策定、それに基づいて事業が実施されている。同様に、滋

賀県立美術館のアール・ブリュット作品の収集事業も、県のアール・ブリュット発信検討委員会が策定し

た方針に基づいたものとして実施されている。また、鳥取県立バリアフリー美術館は、県のそれまでの障

害者向け文化芸術事業の蓄積と障害者の情報アクセス先進県を目指すという方針に基づいた事業であ

る。その他、長野県立美術館も、県の指示の下に、施設の障害者向け事業が実施されている。はじまりの

美術館で今回事例として取りあげた事業も福島県からの声がけに応じたものである。 

なお、多治見市美濃焼ミュージアムの事例は、やや変則的な事業となっており、岐阜県及び地元４市

（多治見市、瑞浪市、土岐市、可児市）の行政や商工会・陶磁器組合等を中心に実施されてきた「アール・

ブリュット美濃展」が新型コロナウィルス感染症により中止になったことを受け、その代替として実施され

ている。 

〈施設内での気付き〉 

一方、施設内での気付きが事業の契機だったという回答もある。九州国立博物館では、台中にある国

立美術館で行っている視覚障害者向けのプログラムを視察したことが実質的な障害者向け事業の始ま

りだったとしている（具体的な事業のきっかけとしては福岡県の重点政策「障害のある方の博物館体験

促進事業」も挙げている）。大阪市立自然史博物館では、「質問カウンター」にあった視聴覚障害の子ど

もたちが楽しめるものはないかという問いかけがきっかけ、徳島県立近代美術館でも、学習やレジャー

活動で来館しても不便さを我慢してきたという障害者の声がそもそもの契機だったと答えている。また、

事業全体のきっかけではなくとも、実際の事業企画の立案や実施における改善にあたっては、各施設と

も、障害者や関係者、専門家などの声を聞いたり、あるいは実際の事業の場での反応を見たりすること

を通じ、担当職員が多様な発見や気付きを得ていることを報告している。 

〈助成金などの役割〉 

実際の事業実施にあたっては助成金などが大きな役割を果たしている例もある。はじまりの美術館の

設立は公益財団法人日本財団の障害のある方の表現に特化した美術館創設構想に応募したもの、大阪

市立自然史博物館の事業は文化庁の Innovate MUSEUM 事業、新潟県立歴史博物館の事業は文

化庁の地域と共働した博物館創造活動支援事業を活用している。 

上記をみる限り、美術館・博物館などの障害者向けの事業の実施にあたっては、設置団体である自治

体の方針やそれを支える事業実績が役割を果たしている場合が多い。例えば、滋賀県立美術館、鳥取

県立バリアフリー美術館の事例は、それまでの県や地域における長い福祉政策・事業の蓄積が背景にあ
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ることが説明されている。行政・地域の重要性がわかりやすく示されたものとなっている。施設内での職

員の気付きももちろんであるが、それを支える基盤として、地域における障害者の文化芸術活動の推進

体制の充実が望まれる。 

 

（２）目的達成のための工夫 

▶対象となる障害者の声を事前に十分に調査していくことを重視している事例が多い。 

▶個別の事業運営やその継続にあたっても、障害者の声を聞き、それを改善に反映させていくことが重要

と指摘されている。 

▶専門的な人員や障害者団体の関係者・専門家の確保、さらには施設職員全てでのノウハウの共有など

人材面での工夫も多く行われている。 

▶事業企画自体を工夫し、障害者と一般の人、障害者と地域、障害者と障害者の関係づくりに繋げ、共生

社会の進展に役立てている事例もある。 

 

〈事前の研究や準備〉 

事業の実現にあたっての工夫としては、まず、事前の研究や準備を丁寧に行い、障害者の声を取り入

れていく必要があることが多く指摘されている。横須賀美術館では事業実施前に障害児の保護者の会

が実施している造形活動の視察や福祉作業所の職員との意見交換会を実施、九州国立博物館では太

宰府市や福岡市の視覚障害者団体へヒアリング、鳥取県立バリアフリー美術館では事前に県内で創作

活動をしている障害者団体をリストアップしヒアリングなどで調査、新潟県立歴史博物館では障害者ス

ポーツ施設や義肢の会社にヒアリング、さらには事業実施にあたって特別支援学校の先生と綿密な打ち

合わせをしている。長野県立美術館では、障害者事業の本格展開に当たって全国で障害者向けの活動

をしている美術館を 50 館以上現地調査するとともに、個別事業それぞれにおいても、相手先の障害者

団体等に細かくヒアリングを繰り返している。 

〈継続と改善〉 

また、事業を継続していく中で、不断に改善していくことも求められる。徳島県立近代美術館では、毎

年異なるテーマ、焦点となるユニバーサル化対応を設定しつつ、対象者と対話し、そこから問題点を考え、

できる範囲で試し、様々な工夫を積みかさねていっている。横須賀美術館では、継続していく中で、より

多様な障害に対応していけるようワークショップのバリエーションを増やしている。 

〈人材の確保・育成〉 

人材の確保・育成も重要である。滋賀県立美術館では、アール・ブリュットの担当の学芸員を作品収集

開始の２年前から雇用しており、新潟県立歴史博物館の担当者は博物館のバリアフリーやインクルーシ

ブ化についての研究者である。滋賀県立美術館では展覧会の監視スタッフを外部委託しているが、事業

実施にあたって障害者への接遇の研修に力を入れている。また、九州国立博物館では、特定の誰かがい

ないと成立しないという状態を避けるため、さまざまな職員が事業に関わるようにしてきた結果、イベント

をやると決めたらすぐにメンバーが集まる全館的な体制を築くことに成功している。横須賀美術館ではボ

ランティアの確保・育成を重視、徳島県立近代美術館では、障害者を含むサポーター組織を構築し、事

業の運営だけでなく、企画にも参与させて成果を上げている。その他、障害者団体の関係者や専門家を

アドバイザーに加えることで事業の円滑な企画・運営に繋げている事例は多い。 
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そもそも社会福祉法人であり、障害者福祉、その一環としての障害者の文化芸術活動への知見が豊

富な人材を抱えているはじまりの美術館では、障害者を理解し、事業を円滑に実施するというだけに止

まらない共生社会の推進に繋がる工夫をしている。具体的には、「きになる」というコンセプトを掲げるこ

とで、それぞれの人がそれぞれに気になっていることを重ね合わせ、そこから、障害者と一般の人、障害

者と地域、障害者と障害者が関係性を作っていくことができる仕掛けを構築、さらに事業を継続していく

中で細かな改善を積みあげて、障害者の交流をさまざまに拡大している。また、横須賀美術館では、ワー

クショップの事業を長期間継続することで、さまざまな障害がある子どもたちに居場所を提供できたこと

を大きな成果としている。こうした居場所づくりも、また、障害者と地域がつながる豊かな社会づくりを実

現する重要な工夫のひとつとなりうると考えられる。 

 

（３）外部との連携 

▶障害者文化芸術についての県の支援センター、特別支援学校、障害者福祉系の団体・施設などの障害

者福祉に関わる団体との連携が多い。 

▶その他の連携先としては、地域の美術館・博物館、商店、フェスティバルの実行委員会などとなっている。 

 

〈障害者福祉関係の団体〉 

障害者文化芸術についての県の支援センターが連携先となっている事例が２事例、特別支援学校が１

事例（アウトリーチやスクールプログラムなど、事業実施の対象先となっているケースを除く）、その他障

害関係の団体（福祉系のアート NPO、障害者の保護者の会、ご家族や支援者、障害者スポーツ施設２

事例）を連携先としている事例が５事例あった。また、福祉系の団体ではないが、障害者の文化芸術事

業をこれまで精力的に行ってきた公益財団法人日本財団と協力している事例が２つある。 

〈障害者福祉関係以外の団体〉 

障害者福祉関係の団体以外では、まず、地域の美術館・博物館がある。横須賀美術館では県内４つの

美術館・博物館のネットワークであるMULPAと連携している。また、大阪市立自然史博物館では、大阪

市立東洋陶磁美術館、大阪市立歴史民俗資料館、高槻市立自然博物館と協働して事業を実施している。 

その他の連携先としては、多治見市美濃焼ミュージアムが「アール・ブリュット美濃展実行委員会」と、

はじまりの美術館が地域の商店と連携して事業を実施している。 

 

（４）課題、アドバイス 

▶現況の事業における具体的な課題としては、障害者が制作した作品の管理・保全や、障害者との信頼

関係を作っていくことの難しさなどが挙げられている。 

▶事業実施にあたって克服しなければならなかった課題として広報の難しさが報告されている。 

▶アドバイスとしては、展示や障害者との接し方における基本的な姿勢についてのものが多い。 

 

〈作品の管理〉 

現在の事業についての具体的な課題としては、障害者が制作した作品の管理の難しさを指摘している

事例が２件あった。ひとつははじまりの美術館で、障害者が作る作品の形態やジャンルが、絵画・彫刻だ
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けでなく、映像や音など、極めて多様であり、また、額装されていないもの、施設到着時には既に壊れて

しまっているものも多いなど、取扱が難しいものであることが指摘されている。同様に、滋賀県立美術館

でも、例えば紙とセロテープなどで作っている立体作品など保存修復についてノウハウが確立されてい

ないものが多いことが課題になっていると回答している。 

〈障害者との関係性構築〉 

九州国立博物館では、障害者との関係性づくりを課題として挙げている。具体的には、事業について

の不満点や改善要望が障害者側からなかなか上がってこないこと、その背景要因として、直接不満を言

ってもらえる程の信頼関係がまだ築けていないという現実があることを述べている。この解決のため、同

館では、長期に継続すること、また開催時期を毎年同じ時期に固定することで事業の認知を広げていこ

うとしている。横須賀美術館では、さらに進んで、事業を継続していくことで美術館内に障害者の居場所

を作っていくことが効果的と述べている。 

事業だけでなく、作品収集においても、障害者との関係づくりは重要である。滋賀県立美術館では、障

害者の作家とのコミュニケーションには、通常の美術品収集とは異なる能力が必要であるとして、押しつ

けることなく慎重に作家の意図を確認する必要があり、本人と直接交渉ができず家族や支援者を介する

必要がある場合もあることなどを例として挙げている。 

〈広報面の課題〉 

事業実施にあたっては、広報面での課題もある。横須賀美術館では、障害者への広報について、美術

館からの直接の告知ではなかなか障害者にまでは届かず、そのため自治体の福祉課や福祉系の団体を

経由した告知にしたことを回答している。この背景には、障害者側の受け止めとして、文化施設からの広

報だと自分たちに関係のあるものだと認識しにくいという事情がある。同様の状況は、九州国立博物館

の事業においても起こっており、そこでは視聴覚障害者団体のメーリングリストを利用することで問題を

克服している。 

〈姿勢とマインド〉 

アドバイスとしては、具体的なノウハウより、基本的な姿勢についてのものが多い。新潟県立歴史博物

館では、「学芸員は展示が下手だ」とし、モノを陳列して説明するだけではなく、それを自分ごととして捉

えられるように伝えることの重要性を述べている。また、大阪市立自然史博物館では、館の外の人間と一

緒に何かをすることに慣れておくことが大事であり、単独でできることは少ないと指摘している。長野県

立美術館では、インクルーシブであるために重要なのは、「誰でも美術館に来てほしい」という姿勢を積

極的に示すことで、そのためには大がかりな事業をする必要はなく、小規模館にもできることはたくさん

あると指摘している。また徳島県立近代美術館では、職員・学芸員の間で発想やマインドを共有していく

ことが非常に大事であること、障害者の接遇についても、ルールを作るより、学芸員同士で話し合い、取

り入れられるものを取り入れていくことが重要としている。 
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３．調査研究チームによる考察 

 

（１）障害者文化芸術推進法の普及啓発と地域における推進体制構築の重要性 

○ 今回のアンケート調査の結果では、各施設の事業担当者が法律・計画を認知している比率は半数に

届かない一方で、認知している担当者がいる美術館等では、実際の来場促進についての取組や障

害者向け事業の実施の比率が比較的、高い状況にある。 

○ また、美術館等のヒアリング調査では、施設での障害者向け事業実施の契機として、当該地域の自

治体の障害者の文化芸術活動についての方針や実績と関係している事例が見られた。 

○ 自治体において、法律に基づく地域計画等を策定するなど推進体制を作るよう促していくことで、当

該地域の美術館等での法律や計画の認知が広まるとともに、実際の取組が進んでいく可能性がある。 

○ このため、自治体や美術館等に対して、法律の普及啓発施策（ツールの開発や頒布、オンラインも含

む説明会イベント開催など）を積極的に推進していくことが重要である。 

 

（２）人材育成や障害者団体などとの連携促進に重点を置いたサポート体制の強化 

○ 来館促進についての取組としては、バリアフリー法を踏まえた、施設のハード面での整備が進んでお

り、音声ガイド・ルビ等（ただし、ガイドやルビ等には必ずしも障害者の利用を想定していないものも

含まれることには留意が必要）の展示等に取り組む施設は一定割合あるが、その他の取組の実施率

は低い。 

○ 研修・障害者からの意見聞き取りなどの実施施設は５割に届かず、福祉について知識や経験のある

職員がいる比率も少ない。研修や障害者からの意見聴き取りは、障害者差別解消法や障害者情報

アクセシビリティ・コミュニケーション施策推進法への対応においても重要な点であり、こうした取組

を更に促す工夫が必要である。 

また、障害者事業を実施する際の連携先についても６割弱がないと回答しており、連携ニーズをもつ

美術館等へのマッチング支援を行うことも考えられる。 

○ 「好事例・ノウハウ」「研修」「補助金」「専門家や支援団体、相談窓口等」に関する支援事業自体の充

実に加えて、美術館等が適切なサポートを受け取れる工夫を進めていくことが必要である。 

具体的には、 

・ 「好事例・ノウハウ」については、自館と同じ文化芸術ジャンル、同じような規模（特に小規模）の

事例で、全体のプロセスや経費内訳・補助金申請の方法、細かな展示上の工夫などの内容面に

ついて細かく掲載されたものがほしい 

・ 「補助金」については、実際の事業で必要となる画材や額装・展示・運搬にかかる費用、貸切バス

代やウェブサイト制作費などがほしい 

・ 「専門家や支援団体、相談窓口等」については、現場に入ってアドバイスして欲しい、それぞれの

地域の障害者団体や関係者とのつながりを作ってほしい 

といった回答が寄せられており、こうした声を踏まえた事業設計や情報提供を行っていくことが重要

である。 

○ 各地域において、障害者の文化芸術推進に関わる人々が、オンラインも含めて知り合い、それぞれ
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の取組について、意見を聴き、協力しあえるような関係性を広くつくる基盤が必要である。例えば、 

・ 互いの事業を知り合う地域単位や全国単位での事業報告会の実施 

・ 同じ立場同士の関係者の交流の場ともなる合同研修会といったネットワークの契機となる場の提

供 

・ 情報を共有し合える SNSやウェブ上での資料アーカイブといった取組 

・ 協働での事業の企画・実施を促すような補助金制度の設計 

といった取組が考えられる。 

 

（３）共生社会進展に向けた姿勢・考え方の普及 

○ アンケートの自由回答や美術館等へのヒアリングの事例では、「大きな予算をかけることを前提にせ

ず、まずは障害者に寄り添う姿勢から始めればよい」「特定のガイドラインに従う必要はなく、学芸員

同士が話し合い、柔軟にできることをやっていけばよい」「こうした考え方は、障害者に限定されるも

のではなく、高齢者などの他の困りごとをもっている人に対しても同じである」「そもそも展示を、単な

るモノの陳列ではなく、鑑賞する人にいかに届けていくかという活動であると捉え直すのであれば、

美術館等の全ての活動の原点に当たるものに他ならない」「自分の施設単独でできることは少ないの

で施設の外の人間と協働することに慣れるべき」等の様々な意見があり、こうした考え方も含めて、

合理的配慮の提供の在り方について関係者間で対話を行いながら考えていく必要がある。 

○ こうした柔軟な個別対応調整である合理的配慮の提供に関する取組と、施設自体の環境改善やバ

リアフリー化といった「環境整備」とは両輪で進められる必要があることに留意する必要がある。 

○ 限りのある資源の中で、障害者と共にその文化芸術活動を支援していくためには、柔軟な発想、広

い間口からの試行錯誤が必要である。美術館等の支援にあたっては、「環境整備」に関する支援の在

り方とあわせて、個別具体的な知識やノウハウだけではなく、障害者による文化芸術活動を推進する

意義や考え方・姿勢について、研修の充実やネットワークの構築を通じて広げていく方策についても

検討していく必要がある。 
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資料編（「障害者による文化芸術活動の推進に関するアンケート調査調査票） 
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